
 

 

 

 

 

しんけん言うトピア 
新聞労連新聞研究部 2021 年度の活動 
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発刊に寄せて 

 

２０２１年度 新聞研究部の活動について 

 

２０２１年度の新聞研究部は、旭川医科大（北海道旭川市）で取材中の北海道新聞記者

が建造物侵入容疑で逮捕された事件の検証、沖縄返還５０年をテーマとした新研集会を柱

に活動を進めました。新型コロナウイルス対策のため、在京新研部長会議や打ち合わせは

対面とオンラインを併用し、意思疎通の機会をできる限り確保しました。 

 

 ２２年２月１３日にオンライン開催した第４５回新研部長会議では、道新記者逮捕事件

を取り上げ、東京法律事務所の今泉義竜弁護士、岸朋弘弁護士から法律面での解説をして

いただきました。記者は２１年６月２２日、学長によるハラスメントなど不祥事が続く旭

川医大の学長選考会議を廊下で取材中、大学職員に取り押さえられ、警察に引き渡されま

した。今泉弁護士は「会社側の弁護士の仕事は会社を守ることであり、組合員を守ること

ではない」として、組合としては有事の際にすぐ連絡が取れる弁護士と普段から関係を構

築しておくことが重要だという指摘がありました。 

 旭川医大、道警の過剰とも言える公権力の行使は、若手を中心に現場の記者を萎縮させ

かねません。新研部長会議に合わせ、２０年度の新研部長を務めた机美鈴さん（朝日新聞

労組）らが新聞労連加盟各単組を対象として、取材者が直面している取材規制や攻撃の実

態についてアンケートを実施。取材先との関係維持目的やＳＮＳで批判にさらされるので

はないかといった不安から、取材者自身が萎縮・自主規制している現状が浮き彫りにな

り、会議では現場記者の体験談も盛り込みながら報告していただきました。 

 

 ５月２２日には道新労組と新聞労連が「『取材の自由』を考えるフォーラム」を札幌市

で共催し、道新記者の逮捕は妥当だったのか、道新の対応にはどのような問題があったか

についてパネルディスカッションで意見を交わしました。登壇した「放送レポート」編集

委員の臺宏士さんは「不適切発言や不正支出が明らかになった学長（当時）の解任を審議

する場であり、権力行使をチェックする報道機関が取材するのは『知る権利』に応える目

的にかなうものだった」と取材の正当性を強調。道新労組委員長（当時）の安藤健さん

は、逮捕された記者を実名で報じた道新の対応に関し「実名を出すのであれば『取材は正

当な業務行為であり、大学側の対応には疑問だ』という見解を示してほしかった」と注文

を付けました。旭川市出身のＴＢＳキャスター、金平茂紀さんも駆け付け、「萎縮する

な、ひるむな」とげきを飛ばしました。 
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 また、６月２５日には、日本復帰から５０年目となった沖縄で、「『復帰』半世紀 沖縄

は問う」と題した新研集会を開きました。パネリストとして、沖縄に関する報道で第２６

回新聞労連ジャーナリズム大賞、優秀賞、特別賞をそれぞれ受賞したメンバーに登壇して

いただき、沖縄が置かれている現状やメディアの課題について語り合いました。企画「特

権を問う 日米地位協定６０年」で大賞を受賞した毎日新聞の銭場裕司さんは「もし本土

の側に地位協定や基地の問題について関心のない部分があるのだとすれば、その責任の一

端を私たちも負っているんじゃないか。まだまだ伝えるべきことはたくさんある」と述

べ、読者が沖縄の問題を〝自分ごと〟として捉えられる報道の重要性を訴えました。 

 

 コロナ禍で在京の部員全員が一堂に会することもかないませんでしたが、オンラインを

うまく活用することで全国の仲間と瞬時につながれるようになりました。来年度も対面に

よる熱い議論とオンラインの利便性を駆使して、活動がさらに活性化することを祈念いた

します。 

 

２０２１年度新聞研究部長 岩橋拓郎 

2



2021 年度在京新聞研究部メンバー 

 

役職 労組名 名前 

部長 共同 岩橋拓郎 

副部長 朝日 山崎聡 

副部長 毎日 丸山博 

部員 時事 佐々木崇之 

部員 協会 浅賀さくら 

部員 東京 金山容子 
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第４５回 

新研部長会議 
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第 45 回新研部長会議 

日時：2022 年 2 月 13 日（日） 13:00-17:00（予定）  

ZOOM 開催です（新研部長以外の方もご参加可能です） 

招請状はもう少々お待ちください 

問い合わせ先 新聞労連新聞研究部 ０３－５８４２－２２０１ 

全国新聞研究部長会議は、部会と学習会の二部構成です。第一部学習会では、「道新

記者逮捕事件が問いかけることとは」と題して、東京法律事務所の弁護士今泉義竜さん

にご講演をいただきます。道新記者逮捕の問題点や危険性について他、どうすれば防げ

たかについても解説頂きます。 

また、静岡県熱海市の土石流災害現場で７月に取材した共同通信の写真記者が、住居

侵入容疑で書類送検されたなど、取材活動中に起こっている問題やその背景など具体的

な事例を挙げたり、取材規制に関するアンケートの中間報告もございます。 

☆2021年 6 月 22 日、学長によるハラスメントなど不祥事 が続く旭川医科大学（北海道旭川

市）の学長選考会議を廊下で取材中の北海道新聞記者が、大学に身柄を拘束され、警察に引き渡

される事件が起きました。新聞労連は検証チームを発足。「知る権利」「取材・ 報道の自由」「組

合員の安全」の面から、次世代への提言として発展的な内容になるよう作業中です。 

各労組のみなさんと１年間の活動方針、新研集会のテーマ、「こちら新研部です」な

どに関して、幅広く議論したいと思います。多くの方々のご参加をお待ちしております。 

 

 

 

 これらの事案は氷山の一角で、全国的に取材規制が強化されている懸念のあ

ります。検証チームと共に多角的に考えていきましょう。恒例の学習会では、1971

年、政治部記者として沖縄返還交渉をめぐる取材中に外務省極秘電信文漏洩で有

罪となった「事件」の経緯などをつづった 

「記者と国家 西山太吉の遺言」の著書西山太吉さん 

NEWS! 新聞労連加盟組合 御中 
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各組合御中 

2022 年 1 月 17 日 

新聞労連委員長 吉永 磨美 

新聞研究部長 岩橋 拓郎 

 

第 45 回新研部長会議招請状 

「取材規制を考える」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 45 回新研部長会議 

日時：2022 年 2 月 13 日（日） 13:00-17:00  

ZOOM 開催  
◇ 参加費：無料 

◇ 締め切り：２月８日（火）AM10:00 厳守 

（資料がある場合は２月９日をめどに事前にお送りする予定です） 

重要 

21 新研部が立ち上がってしばらく経ちました。全国の労組のみなさんと１年間の活動方

針、新研集会のテーマ、「こちら新研部です」などに関して幅広く議論したいと思います。 

今年は、取材活動中に起こっている問題やその背景なども考えます。第一部の学習会では、

「道新記者逮捕事件が問いかけることとは」と題して、東京法律事務所の弁護士今泉義竜さ

んにご講演をいただき、道新記者逮捕の問題点や危険性について他、どうすれば防げたかに

ついて解説して頂きます。 

加えて昨年７月に静岡県熱海市の土石流災害現場で取材した共同通信の写真記者が、住居

侵入容疑で書類送検された事件などを取り上げ、全国的に取材規制が強化されているのでは

ないかという事例や取材規制に関するアンケートの中間報告もございます。 

新研部長以外の方々もご参加可能です。 多くの方々のご参加をお待ちしております。 

 ☆2021 年 6 月 22 日、学長によるハラスメントなど不祥事 が続く旭川医科大学（北海

道旭川市）の学長選考会議を廊下で取材中の北海道新聞記者が、大学に身柄を拘束され、警

察に引き渡される事件が起きました。新聞労連は検証チームを発足。「知る権利」「取材・ 報

道の自由」「組合員の安全」の面から、次世代への提言として発展的な内容になるよう作業

中です。  

（ＦＡＸでもお送りしております） 
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＜２月１３日（日）スケジュール（予定）＞  

１２：４５ ZOOM入室開始 

１３：００～開会 主催者挨拶 

１３：０５ 第１部 学習会 道新記者逮捕について 

      講演 東京法律事務所 今泉義竜弁護士 

１４：３０ 質疑応答ディスカッション 

１５：００ 休憩 

１５：１０ 第２部 部会 

     ・2020年度活動報告  

・問題提起＝報道規制・取材規制について 

     ・報道規制アンケート中間報告 

     ・2021年度の活動テーマについて 提案と意見交換 

     ・各組合・地連の活動報告  

     ・「こちら新研部です」説明、テーマ、分担について 

     ・2021年度新研集会について 

・しんけん言うトピア 

１７：００ まとめ 事務連絡、終了 

 

（注意）資料がある場合、皆さまに事前配布いたしますので、締め切り厳守でお願いいた

します。2月 11日（金）祝日、12日（土）は労連は休みです。ご注意ください。資料は各

自でダウンロード・印刷して当日ご使用ください。 

 

ご出席の方は、なるべく取材規制に関するアンケート（取材・報道に関わる人が対象です）

への回答協力をお願いいたします。 

https://forms.office.com/r/2AfwVHTRbA 

 

 

 

 

 

 

 

 

問合せ先：新聞労連 新研部担当：及川 電話 03-5842-2201 

 

注）アンケート、参加申し込みともに、受け付けは終了しております 

 

新研部長会議参加申し込み 
 

https://forms.gle/mk17eDx9MRooiLCf9 
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加盟単組各位 

2022 年 1 月 17 日 

取材規制に関するアンケートご協力のお願い 

 

新聞労連委員長 吉永磨美 

新聞研究部長 岩橋拓郎 

「北海道新聞記者逮捕問題」検証チーム 

 

お疲れ様です。新年も明け、春闘に向けた準備でお忙しい毎日を過ごされていると思

います。コロナ禍で思うような活動ができないかもしれませんが、工夫をしながら手を

取り合って、乗り切っていきたいと思います。本年もどうぞよろしくお願い申し上げま

す。 

新聞労連の新聞研究部では、昨年 6 月に起きた北海道新聞記者逮捕の検証チームの活

動の一環として、近年、記者の取材活動へ規制の実態を把握するため、アンケートを実

施いたします。アンケートでは、災害現場での規制やコロナ禍の記者会見の縮小、ツイ

ッターなど S N S によるバッシングなど、記者自身が攻撃されて萎縮しまいかねないケ

ースなど、想定される規制について、設問を用意いたしました。 

 

＜取材規制に関するアンケート＞ 

実施日：2022/01/17（月）〜2/7（月） 

対象者：新聞労連組合員、民放労連組合員で「取材・報道に関わる人」 

 

 

 

 

 

 

注）現在は受け付けは終了しております 

 

結果は、道新記者逮捕問題の検証に活用し、２月１３日（日）に開催する新聞研究部

長会議や機関紙、ホームページなどを通じて公表いたします。皆さんの春闘など、会社 

 

https://forms.office.com/r/2AfwVHTRbA 
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への要求作りに生かしていただければ幸いです。 

 

アンケートの実施期間は１月１７日（月）～２月７日（月）です。組合員の皆さんに

ご周知いただき、回答を促していただけますよう、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

またこのアンケートは、民放労連でも同時期にご参加いただくことになっております。

設問には放送業界で働く方向けの選択肢があります。ご容赦ください。 

 

（追伸）別途後日に、加盟単組の執行部の皆様向けにも簡単なアンケートをお送りい

たします。こちらの方もどうぞよろしくお願いいたします。 

 

 

＜問い合わせ先＞ 

新聞労連 新研部 

電話 ０３－５８４２－２２０１ 
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第 45回新研部長会議 

「取材規制を考える」資料 

 

 

第１部 講演  

 

東京法律事務所   https://www.tokyolaw.gr.jp/lawyer/ 

今泉 義竜 弁護士   

岸  朋弘 弁護士 

 

 

北海道新聞事件の教訓と課題 

                                                  2022 年 2 月 13 日 

                                                          東京法律事務所 

                                                            弁護士 今泉義竜 

imaizumi@tokyolaw.gr.jp 

第１ 本件の問題点 

１ 大学法人の問題 

・公費で運営されている大学法人の問題についての取材・報道を制限・抑圧する法人の対応そのものが

批判されなければならない。 

 ・取材記者であることを認識していながら現行犯逮捕をしていたとすれば悪質。 

 →現場で何が起きたのかという客観的事実をもとに、批判すべきところは徹底的に批判されるべき。

同様のことをさせないために。 

２ 会社対応の問題 

会社が記者を守るという立場に立たなかった。 

→使用者として、また報道機関として問題のある対応 

⑴ 会社の方針に基づき業務を遂行していたにもかかわらず、個人の責任に転嫁し、必要のない実名

報道まで行った。 

⑵ 建造物侵入が成立しない可能性があるにもかかわらず、犯罪が成立することを前提とした初動

対応を行った。（「外形的事実として争いようがない」「結果として法律違反が成立していることが

高い」との新聞社の判断にどこまで根拠があったのか？十分な事実関係の調査と慎重な法的評価 
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がされたものとは思えない。） 

⑶ 取材目的という正当な理由があったと主張すべきであったし、仮にそこまでできないとしても、

少なくとも社に全責任があるとして記者を守るべきであるところ、それをしなかった。会社に責任

があると述べた上で、推定無罪の原則、報道の自由の観点に従った対応をすべき。 

３ 労働者側の対応の問題 

  当該労働者個人に非はない。取材する記者を現行犯逮捕するなどということ自体が異常な対応であ

り、それに毅然と立ち向かえない新聞社に根本的な問題がある。 

 →ただし、取材対象者がこのような手段をとってくること、そして社が必ずしも労働者を守らないと

いうことを想定した対応の準備は不足していたものと思われる。特に、会社顧問弁護士が弁護人として

対応したということは適切ではなかった。 

 →今後の対策が必要。 

 

第２ 今後の教訓 

１ 未然防止 

・現場の管理権者は誰か、管理権者がどのような意思を表明しているのかについて正確な情報のリアル

タイムでの共有。 

・新人記者単独で行動させたことの問題。 

・逮捕の口実を与えない（身分を明らかにする、取材目的であることを告げて名刺を渡す） 

・リスクある現場の場合には、自分の行動記録について時系列で証拠を確保（録音・録画、メモ） 

→とはいえ、取材対象者が確信的に現行犯逮捕の対応を準備している場合には、現行犯逮捕それ自体を

防ぐのは難しい。リスクのある現場では取材をしない、というのがリスク回避に最も有効だが、それでは

報道の自由は失われる。 

→逮捕された場合の対応を準備しておく必要性がある。 

２ 同種事件が起きることを想定した対応の準備 

⑴ 逮捕行為をしようとしてきた者を牽制する 

・立入禁止が根拠のあるものなのか、管理権者は誰でどのような通知が出ているか、根拠を確認する。公

権力によるものの場合は、その法的根拠を明らかにさせる。 

・正当な理由による立ち入りであることを告げ、相手方が有形力を行使してきたら、それは暴行罪等にあ

たるということを伝える（証拠を残す）。 

・可能であれば、名刺を渡し、必要があれば後で連絡するように伝えて立ち去る。任意同行には原則応じ

ない。 

・不穏な状況になった場合は組合、弁護士にその場ですぐに連絡する。 

⑵ 初動対応 

・逮捕され警察署に留置された場合は自ら弁護士を呼ぶ 

 （今回のような会社顧問弁護士では労働者の人権保障の立場に立ち切れない） 

  →組合員が連絡すべき弁護士または法律事務所をリスト化しておく必要がある。各地の自由法曹団、

労働弁護団、青年法律家協会など労働者の味方となる弁護士など。 

・組合の組織的対応・組合員のバックアップ 
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 組合員が逮捕された情報をつかんだ場合には、組合で対策会議を立ち上げる（弁護士も入れて）。 

必ず当日中に接見・面会→組織をあげて応援していることを伝える（当事者は外部と連絡がとれず孤立

する）／警察の嘘や脅しに屈しないように励ます／本人が心配していることや伝えたいことへの対応 

⑶ 対策会議の役割 

・正確な情報を集約し、共通の認識とそれに基づく必要な対策を確認 

・被疑事実とそれに対する評価、警察の捜査がどこまで進んでいるのか 

・ガサ入れなどの危険性について状況判断・対応 

・場合によっては日本国民救援会にも対応を相談する 

⑷ 不起訴実現のための取り組み 

・警察・検察への圧力 

⑸ 略式起訴に同意を求められた時の対応 

・略式起訴…正式裁判を経ずに裁判官の書面審理（略式裁判）で手続きを終わらせる手続き 

応じずに正式裁判で不当性を明らかにするという覚悟も（組織的議論が必要） 

３ 報道の自由の担い手としての記者を支える世論が必要 

・事件報道などにおいて、公益のための報道になっているか（過剰な事件報道や実名報道、推定無罪の軽

視など） 

・記者の役割の重要性についての発信…真実を追及し、不正を暴く記者の姿を伝えていく 

以上 

 

 

建造物侵入と逮捕（刑法と刑事訴訟法の規定から）  

2022/2/13  岸朋弘 

第１ 建造物侵入罪 

（住居侵入等） 

●刑法第 130 条 

正当な理由がないのに、人の住居若しくは人の看守する邸宅、建造物若しくは艦船に侵入し、又は要求

を受けたにもかかわらずこれらの場所から退去しなかった者は、3 年以下の懲役又は 10 万円以下の罰金

に処する。 

 

１ 要件① 住居等に立ち入ったこと 

・「住居」とは、人が起臥寝食に用いる場所をいい、その使用は一時的であると継続的であるとを問わな

い。 

・「邸宅」とは、人の住居に使用されていないが、本来住居に使用するために作られた建物及び囲繞地を

いう。例えば、空き家や閉鎖中の別荘 

・「建造物」とは、住居、邸宅以外の建物であって、人が起臥寝食に用いうる程度の規模を有するもの及

びその囲繞地をいう。 

２ 要件② その立入りが「侵入」に当たること 
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・「侵入」…住居者など管理権者の意思に反する立ち入り 

 →管理権者が立ち入り禁止を明示している場合には該当してしまう 

公的施設の場合、管理権者は誰で「管理権者の意思」が何なのかは問題 

  侵入といえるか否かは、①侵入の目的又は動機、②侵入の場所、施錠の有無、③侵入の方法、態様、

④侵入使用物件の有無、⑤居住者等の承認の有無、⑥暗黙の承諾のある場合ではないか、⑦承諾を推定

（予想）し得る場合ではないか、⑧承諾は任意に出たものか、真意に出たものか、などを考慮して判断

される。 

３ 要件③ 故意があること 

（故意） 

●刑法第 38 条 1 項 

罪を犯す意思がない行為は、罰しない。ただし、法律に特別の規定がある場合は、この限りでない。 

・故意とは、客観的犯罪事実を認識し、認容していること 

・違法性阻却事由たる事実があると誤信していた場合は故意が阻却される 

４ 要件④ 違法性阻却事由がないこと  

  「正当な理由」 

５ 要件⑤ 責任があること（例えば責任能力） 

 

第２ 取材の自由 

１ 報道の自由 

憲法２１条の表現の自由の一つとして保障される 

 ⑴報道内容の編集という知的な作業が行われ送り手の意見が表明される点 

 ⑵報道が国民の知る権利に奉仕するものとして重要な意義を持つ点 

「報道機関の報道は、民主主義社会において、国民が国政に関与するにつき、重要な判断の資料を提供

し、国民の『知る権利』に奉仕する」 

博多駅（テレビフィルム提出命令）事件最判 S44.11.26 

２ 取材の自由 

「報道のための取材の自由も、憲法 21 条の精神に照らし、十分尊重に値いする」 

※報道の自由よりも権利性が若干弱い 

３ 取材の自由と建造物侵入罪 

※幸福の科学事件・東京地裁令 3 年 3 月 15 日判決（「やや日刊カルト新聞より） 

⑴ 構成要件該当性について 

「確かに、報道のための取材の自由は、憲法 21 条の精神に照らし、十分尊重に値するものであり、報道

のために報道の対象とする施設に立ち入ることは、取材の自由の行使ということができるが、取材の自

由も他人の権利を不当に害することは許されない。（中略）被告人の本件立ち入りは、本件建物の管理権

者の管理権を不当に侵害するものと言わざるを得ない。」 

⑵ 正当な理由の有無について 

「確かに、被害法人への取材の必要性が存することは否定できず、被害法人が被告人の施設への立入禁

止の決定をした最大の理由が、被害法人に関する批判的な内容の記事を書いたこと（しかも後に民事裁
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判で真実性が認められている。）であったことがうかがえること、被害法人内では被告人を貶めるような

書籍を刊行するなどなどに照らすと、被告人を一律に排除しようとする被害法人の意思決定のあり方の

当否については議論の余地もあろう。 

しかし、一方で、取材対象となるからといって、被害法人が所有する宗教施設の管理権がジャーナリス

トの取材に対して必ず劣後するものとはいえず、被害法人の管理権により維持される宗教施設としての

平穏もそれ自体尊重されるものというべきである。 

これを踏まえて更に検討すると、本件の被告人の取材活動において、本件建物の外部のみならず内部の

写真をも撮る必要性はあきらかでないこと、本件建物は被害法人の関連団体たる政党や教育機関の施設

ではなく、宗教組織としての被害法人の施設にすぎず、本件は政治活動そのものを取材するような事案

とは異なることなどを踏まえれば、その必要性は、前述したような本件立入りにおける管理権の侵害を

正当化するものとまではいえない。 

したがって、被告人の本件立入りを可罰的違法性がないものであるとか正当業務行為であるなどとい

うことはできないし、被告人の本件立ち入りを建造物侵入の罪に問うことが、憲法 21 条に反し適用違憲

となるものでもない。」 

→①写真を撮る必要性が不明②私的法人の施設③政治活動そのものの取材ではないことから正当な理由

なしとした。 

→①写真を撮る必要性があり②公的施設について③政治活動そのものもしくはそれに類するものを取材

するような場合には正当な理由ありということ？ 

 

第３ 現行犯逮捕 

●憲法第 33 条 

何人も、現行犯として逮捕される場合を除いては、権限を有する司法官憲が発し、且つ理由となっている

犯罪を明示する令状によらなければ、逮捕されない 

原則：逮捕には令状（逮捕令状）が必要 

例外：現行犯逮捕、緊急逮捕 

●刑訴法 212 条 1 項 

現に罪を行い、又は現に罪を行い終わった者を現行犯人とする。 

●刑訴法 213 条 

現行犯人は、何人でも、逮捕状なくしてこれを逮捕することができる。 

●刑訴法 214 条 

検察官、検察事務官及び司法警察職員以外の者は、現行犯人を逮捕したときは、直ちにこれを地方検察庁

若しくは区検察庁または司法警察職員に引き渡さなければならない 

 

１ 現行犯逮捕の要件 

（１）要件① 現行犯人であること 

原則として、罪を犯したその時その場でなければ、現行犯逮捕できない 

（２）要件② 逮捕の必要性 

逮捕しなければ、逃亡のおそれ、罪証隠滅のおそれがある場合でなければ逮捕できない。 
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ただ、実務上は、ほとんど問題とされていない現状がある。 

２ 逮捕のための実力行使 

最判昭 50.4.3 刑集 29 巻 4 号 132 頁 

「現行犯人から抵抗を受けたときは、逮捕をしようとする者は、警察官であると私人であるとをとわず、

その際の状況からみて社会通念上逮捕のために必要かつ相当であると認められる限度内の実力を行使す

ることが許される」 

 

 

 

第２部 部会 

①昨年度の活動報告  

新聞労連 HP TOP ページをスクロール 2021年 9月 22日付け 2020年度新聞研究部の活動 か

ら見ることができます。  

 

http://shimbunroren.or.jp/wp-

content/uploads/2021/09/%E3%81%84%E3%81%86%E3%81%A8%E3%81%B4%E3%81%822020%E

5%B9%B4%E5%BA%A6.pdf 

 

 

②問題提起 報道規制・取材規制について  

 

毎日労組 丸山博 

 

中国労組 石川昌義 

 

新聞協会労組 浅賀さくら 

 

 

③報道規制アンケート中間報告  

 

朝日労組 机美鈴（新聞労連前新研部長） 

 

～ ②③の資料は次ページ ～ 
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記者による無断録音が違法ではないと認められた事例           

 

新聞協会労組  

浅賀さくら 

 

◆取材において対話者の一方が相手方の同意を得ないで会話等を録音することが違

法でないとされた事例 

 

最高裁第三小法廷 昭和 56 年 11 月 20 日 軽犯罪法違反  昭和 55(あ)490 

→現職裁判官が当時の首相に検事総長の名を語り電話をかけ、捜査に対する政治介入の言質

を引き出そうとした「ニセ電話事件」を巡る判決 

 

裁判要旨：新聞記者において、取材の結果を正確に記録しておくため、対話の相手方が新聞

紙による報道を目的として同記者に聞かせた録音テープの再生音と同テープに関して右相手

方と交わした会話を録音することは、たとえそれが相手方の同意を得ないで行われたもので

あつても、違法ではない。 

 

＜参考＞ 

 https://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/846/051846_hanrei.pdf 

 

 

◆無断で録音した音声データが裁判で証拠として認められた事例 

 

東京高等裁判所 平成 6 年 9 月 22 日   謝罪広告請求事件 平成 4(ネ)3039 

→百貨店大手・三越が販売する美術品について「贋作の疑いがある」と報じた週刊文春の記

事を巡り、三越が文藝春秋に謝罪広告の掲載を求めた判決 

 

木俣正剛元週刊文春・月刊文芸春秋編集長が「ダイヤモンドオンライン」上で当時の裁判を

振り返る記事を公開。記事によると、当該記事のニュースソースである芸術品の専門家が三

越側の証人として出廷し、取材時の発言と異なる証言をした。そのため文春側は取材時に無

断で録音したテープを提出。（※判例文には記載なし）文春側が勝訴した。 

 

＜参考＞ 

https://diamond.jp/articles/-/262991 

https://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/211/020211_hanrei.pdf 
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【関連事項】 

▶東京新聞の記者が渋谷区議会の廊下で委員会室内の会話を無断で録音し、議会が警察に通

報したものの、違法性はないと判断された事例 

▶毎日新聞の記者が自民党の大阪市議、大阪府議に大阪市役所の廊下で個別取材していた際、

大阪府と大阪市の共同設置部署「副首都推進局」の職員が取材内容を無断で録音していた事

例 
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２０２２年 ２月８日（火曜日） 第４４００号（令和４年） （昭和18年７月５日第三種郵便物認可　毎月第２、第４火曜日発行）（３） 新 聞 協 会 報

取
材
で
の
立
ち
入
り「
正
当
」

        
　            

対
面
時
の
無
断
録
音
も    

　
マ
ス
コ
ミ
倫
理
懇
談
会
の
「
メ
デ
ィ
ア
と
法
」
研
究
会
が

１
月
25
日
、
新
聞
協
会
会
議
室
で
開
か
れ
た
。
メ
デ
ィ
ア
関

連
の
訴
訟
を
多
く
担
当
し
て
き
た
喜
田
村
洋
一
弁
護
士
が
取

材
・
報
道
の
自
由
に
つ
い
て
過
去
の
判
例
に
基
づ
き
解
説
し

た
。
制
限
さ
れ
た
区
域
へ
の
立
ち
入
り
や
対
面
取
材
時
の
無

断
録
音
に
つ
い
て
、
取
材
目
的
で
あ
れ
ば
「
正
当
な
業
務
行

為
」
と
し
て
認
め
ら
れ
る
場
合
が
多
い
と
説
明
。
記
者
の
行

動
が
取
材
先
に
問
題
視
さ
れ
た
場
合
は
報
道
機
関
が
前
面
に

出
て
対
処
す
べ
き
だ
と
述
べ
た
。

　
喜
田
村
氏
は
、
博
多
駅
テ
レ

ビ
フ
ィ
ル
ム
提
出
命
令
事
件
の

最
高
裁
判
決
（
１
９
６
９
年
）

な
ど
を
例
示
。
報
道
の
自
由
は

憲
法
21
条
（
表
現
の
自
由
）
の

中
核
に
位
置
付
け
ら
れ
て
お

り
、
こ
の
「
高
尚
な
理
念
」
を

成
立
さ
せ
る
行
為
と
し
て
取
材

の
自
由
も
尊
重
さ
れ
て
い
る
と

語
っ
た
。

　
取
材
相
手
に
と
っ
て
守
秘
義

務
違
反
の
内
容
で
あ
っ
て
も
証

言
を
根
気
強
く
迫
る
こ
と
、
制

限
さ
れ
た
敷
地
に
立
ち
入
る
こ

と
は
「
報
道
の
た
め
に
必
要

で
、
他
に
手
段
が
な
け
れ
ば
正

当
な
業
務
行
為
だ
と
言
え
る
」

と
喜
田
村
氏
。
取
材
時
の
録
音

に
つ
い
て
は
、
記
者
と
話
し
て

い
る
こ
と
が
相
手
に
伝
わ
っ
て

い
れ
ば
、
必
ず
し
も
相
手
の
同

意
を
事
前
に
得
る
必
要
は
な
い

と
の
考
え
を
示
し
た
。

　
こ
の
た
め
、
取
材
中
は
記
者

で
あ
る
と
相
手
に
伝
わ
る
よ
う

に
す
る
こ
と
が
取
材
先
と
の
問

題
を
防
ぐ
手
立
て
に
な
る
と
み

る
。
他
方
、
こ
う
し
た
記
者
だ

か
ら
認
め
ら
れ
る
「
特
権
」
の

マ
ス
倫
懇
で

喜
田
村
弁
護
士

よ
う
な
行
為
を
報
道
側
が
当
然

視
す
る
こ
と
は
よ
く
な
い
、
と

も
指
摘
し
た
。
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取材規制
アンケート

まとめ

朝日新聞労組 机美鈴

アンケートの趣旨と概要

【趣旨】取材規制と報道の萎縮について、実情と影響の把握を目的とするアンケート

労連新研部と有志で質問文を作成。

主に下記の３点をとらえようと考えた。

●取材者が直面している取材規制や攻撃の実態

●取材者が萎縮を感じたり、自主規制したりしていないか

●会社側が十分な対応をしているか

【概要】新聞労連から各単組に呼びかけ。

１月１７日～２月７日まで、ウェブ上で実施。回答者３５９人

1

2

27



回答者の年代・勤務先

自分自身の状況・受け止め

「よくある」「たまにある」が55%

3

4

28



萎縮・自主規制の要因

前設問で「よくある」「たまにある」と回答した198人が対象の設問（複数選択可）

「萎縮するマスコミ」批判の妥当性

「その通り」「ある程度当てはまる」の回答が全体の79%

5

6
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報道の萎縮をなくしていくためには

前の設問で「その通り」「ある程度あてはまる」と
回答した285人が対象の設問（複数選択可）。

自由記述から

 知識や経験が少ないことも一因かと思う。きちんとした教育が必要（４０代・全国紙）

 権力側が記者を手懐けるエサとしている前打ち原稿を「特ダネ」と呼ばない。業界全体の意
識改革が不可欠（３０代・全国紙）

 統治権力に「借り」を作らない。消費税の軽減税率を受けているだけで国民の理解は得られ
ない（５０代・全国紙）

 安定した経営基盤が必要（２０代・全国紙）

 既存メディアのタブーを精査するべき。文春が書けて新聞は書けない、はもう通用しない
（４０代・全国紙）

7

8
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公的な取材先からの規制や妨害

「ある」と「ない」が拮抗。

自分の受けた対応が該当するのか
「わからない」が16%を占めた。

自由記述から

 市長から「市立美術館での企画展の主催。他紙に回してもいいんだが」と圧力をかけられた
（４０代・地方・ブロック紙）

 「そんな取材ばかりしていると、会社に言って飛ばしてやる」「●●市と社との関係を踏ま
えて書いた方が、君の将来のためやで」と言われた（４０代・地方紙・ブロック紙）

 基地建設に対する抗議行動の現場で、機動隊に体をつかまれた。警備員に体を抱えて投げら
れるなどの妨害を受けた（４０代・地方・ブロック紙）

 記者クラブ加盟社以外は取材応対できないと言われた（３０代・スポーツ・業界・専門紙）

 コロナ対策を名目に、会合を開いているフロアから閉め出される。会議を終えて出てくる相
手をつかまえにくい（２０代・全国紙）

 個人情報に抵触しないのに、個人情報保護を理由に取材を拒否（４０代・全国紙）

9

10

31



自由記述から

 街頭演説の撮影で、党指定以外の場所から撮ったらスタッフに拘束・排除された（全国紙）

 国立大学構内の写真撮影は許可不要だったが、大学にとってマイナスとなる報道では職員に
囲まれて威嚇され、撮影を制止された（４０代・全国紙）

 独自ネタを書いたら出入り禁止と市長が明言している（４０代・地方・ブロック紙）

 ぶっきらぼうな警察官からの取材拒否をよくあった。妨害というよりうまく切り抜ける方法
を学ぶ必要がある。どうしても「妨害だ」と言いたくなるが、切り分けないといけない。先
輩の支えや指導が必要（３０代・全国紙）

 ２０年ぶりに支社支局で警察取材を経験し、９０年代は許されていたのに許されなくなった
ことがあまりにも多くて驚いた。▽刑事課など各課への出入り▽警察無線の聞き耳▽当直時
の警察官との同席ーーなど。過剰に広範囲の規制線が敷かれるようになった（５０代・地
方・ブロック紙）

自分はどう対処したか

規制・妨害を受けたことが「ある」と
答えた１４９人が対象の設問

11
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勤務先は対処しているか

「対処していない」「あまり対処していない」が39%

自由記述から

 身に覚えのない取材クレームを行政当局から受けた。上司には身の潔白を証明させてほしい
と訴えたが、波風を立てないような対応を促された（３０代・全国紙）

 ネット上で攻撃の対象となり、会社に「電凸」された時、ほぼすべてを自分で対応するよう
求められた。「書いた記者の責任」という考えが根付いていて、社や上司が対応することは
ほぼない（３０代・地方・ブロック紙）

 北海道新聞記者が逮捕された案件で、当該記者を実名報道した。社が記者を守らない印象を
決定的に与え、現場を萎縮させた（３０代・地方・ブロック紙）

 共同通信記者の処分に関して、経緯の説明がほぼなかった。何が問題なのか、本人の言葉も
聞きたい。新人記者に対しては共有、周知、教育が必要ではないか（２０代・通信社）

 直属の上司が行政幹部の圧力に負けて筆者に内緒で訂正を掲載した（５０代・全国紙）

 社内の取材規制や原稿の無視が相当あるように思う。結果として社外からの取材規制を受け
入れているに等しい（４０代・全国紙）
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取材手法をめぐるトラブル

トラブルになったことが「ある」は21%

撮影・録音について

 政治家の裏金問題の取材で、キーマンの証言を本人の了解を得て録音した。紙面掲載を検討
する段階でこの録音が支えとなり、上司を説得できた（４０代・地方・ブロック紙）

 オフレコが条件の取材で隠れて録音するケースが多々ある。モラルとして気になる（４０
代・全国紙）

 正確な報道をするためには録音はやむを得ないと思う（２０代・全国紙）

 調査報道の際、録音を通告して断られることは日常茶飯事。極めてまれだが隠し録音したこ
とはある（５０代・全国紙）

 内部告発の録音や撮影があっても弊紙は報道をためらい、紙面化は実現しなかった。報道が
実現するかは、社の裁量、決断力次第だ（３０代・地方・ブロック紙）
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取材手法と報道倫理について

 若手を中心に遺族や被害者取材を過度に控える傾向がある（４０代・地方・ブロック紙）

 事件現場で張り番取材をしていると、マスゴミと言われたり、記者の顔を撮影されたりする
ことが珍しくなくなった（３０代・全国紙）

 知事会見で不祥事を質問したら、他社のクラブ員から「行き過ぎた質問をすると処分する
ぞ」と迫られた。報道の使命を記者が忘れているのに、市民の理解を得られるとは思えない
（２０代・通信社）

 前打ち原稿を特ダネ扱いするなど、報道自らが統治機構による不当な取材規制のお膳立てを
している（３０代・全国紙）

 ある政治家の違法献金を追及していた際、その政治家は他社の記者を囲い込んだ。上司から
は追及をやめて、その政治家を追及する別の政治家の個人情報を先方に提供するように指示
された。特オチ回避のために社会規範を逸脱した取材が横行している（５０代・全国紙）

どうしたらいいんだろう？

 新聞労連の発信が世間から乖離することを懸念する。道新記者逮捕についての発信は必ずし
も理解を得ていない。新聞不信の根強さについて深く考える機会を設けてほしい（２０代・
全国紙）

 メディアもまた一つの権力だという自覚を持たずに守るべき取材マナーやルールを「萎縮
だ」と主張するようなことは控えた方がよい。取材の自由は市民のためのものだと思うが、
残念ながら市民が公権力以上にメディアを信頼していない（４０代・全国紙）

 報道倫理も大切だが、その前に自らの取材手法や取材相手の対応について、法的見解をきち
んと理解しておきたい。個人情報保護・肖像権など、拡大解釈が氾濫している（４０代・全
国紙）

 誰でも気軽に相談できる窓口を新聞労連内に設けてほしい（４０代・全国紙）

 マスコミの信頼は完全喪失の一歩手前。業界全体で考えないと取り返しがつかなくなる。オ
フレコの少人数の集会形式でもいい。現実逃避せず対面で話し合う機会を設けないといけな
い（通信社）
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ジェンダーの観点から

 議員からのセクハラを上司に相談すると「女はトクだな」と言われた（５０代・全国紙）

 知人の女性記者が警察署幹部にセクハラを受けた。車両番号から自宅を特定され家まで押し
かけられた。上司は「取材の仕方に問題があったのでは」「抗議すると取材がしづらくな
る」などと言って対処せず、泣き寝入りに。取材先の不当な要求や脅迫には会社が毅然と対
処してほしい（２０代・全国紙）

 ５年ほど前の話だが、セクハラを受ける女性記者が多数いた。一取材先に過ぎないのに、警
察取材が「報道の王道」という認識が強すぎる。しょうもない前打ち報道は辞め、貴重な人
材が嫌な思いをするのは避けるべき。（３０代・全国紙）

 ツイッターで個人の発信を奨励する雰囲気が社内にある。男性と女性とでは嫌がらせ等に遭
う可能性が全然違うのに、男性上司にはそういう世界が見えてないと思う。奨励するなら社
としての対策までちゃんとやってほしい。（３０代・全国紙）

取材規制

萎縮
メディア
不信攻撃

個人情報保護・感染予防・
捜査への支障…

知りたいことに応えていない

人権侵害のマスゴミ！

【社内態勢のあり方の検証】現場任せ・ことなかれ主義・訴訟リスク回避
【メディアの体質の検証】 前打ち報道重視の傾向・取材手法
【分断をどう乗り越えるか】社内・同業他社・対市民…

まとめに代えて
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④2021 年度の活動テーマ 提案と意見交換  

 

新聞研究部２０２１年度活動方針について 

 近年、不合理で不当ともいうべき取材規制が強まっています。静岡県熱海市の土石流災害現場では、

必要以上に広い範囲で規制線が張られました。しかし、その根拠となる法令は定かではなく、警察当局

による恣意的な運用の疑いが濃厚です。規制線は被災地域から１キロ離れた場所に設置されたため、被

災現場を見ることはできず、事実上、取材が不可能な状況になりました。災害多発国の日本で被災の実

態や推移を正確に伝えることは、災害の教訓を得るためにも重要です。報道関係者が自身の安全を確保

することは大前提ですが、現場へのアクセスを当局が不当に遮断することは、報道の公益性、公共性に

対する理解が乏しいと断じざるを得ず、「知る権利」の阻害につながりかねません。 

 規制は災害現場だけではありません。みなさんは日々の取材現場で、公権力からの圧力を感じたこと

はありませんか。新型コロナウイルス対策を名目にして記者会見の機会が限られたり、役所の部屋への

立ち入りを断られたりした経験はありませんか。昨年６月には、旭川医科大構内で取材をしていた北海

道新聞の記者が大学職員に建造物侵入容疑で常人逮捕され、警察に引き渡された上で４８時間勾留させ

られました。本件は多くの問題をはらんでいます。そもそも逮捕は過剰反応ではないのか。見せしめの

意図はなかったのか。北海道新聞が逮捕された記者を実名で報道した対応の是非は。「知る権利」「表現

の自由」との関係性はどうなのか。会社側が不法性ありきで対応していないか。労働組合の立場から、

可能な限り事実関係を調査し、検証していく必要があると考えます。 

 一方で、背景にはマスコミ不信があることも否定はできません。検察幹部と記者の賭け麻雀問題のよ

うに、取材の在り方や対権力の距離感が問われ、信用を損なう事態もありました。メディアが市民と遊

離してしまっていないか、批判に耳を閉ざしてしまっていないか、謙虚に自問を続ける必要もありま

す。 

 昨年は情報公開法施行２０年、公文書管理法施行１０年という節目の年でした。情報公開は行政機関

に説明責任を果たさせるため、市民に与えられた権利であり、武器でもありますが、行政当局が出した

がらない都合の悪い文書は相変わらず黒塗りで出されます。近年、一部政治家や高級官僚は、民主的な

政治運営を担保する基礎である公文書すら軽んじ、時には隠蔽し、廃棄し、ついには改ざんという犯罪

的行為にまで及びました。政策決定過程の透明性を確保し行政をチェックするため、情報公開法、公文

書管理法に魂を吹き込むため、公文書の適正な開示を強く求めていきましょう。 

 ジェンダーへの理解も重要です。新聞労連は「失敗しないためのジェンダー表現ハンドブック」を３

月に刊行します。記事表現一つ一つに配慮することはジェンダー平等への第一歩。偏見や差別をなくす

ため、言葉に携わる一人一人が表現の小さなひっかかりに敏感であることが今まで以上に求められてい

ます。 

 

 

⑤各組合・地連の活動報告 

 

北海道新聞労組（７月７日づけ紙面）岩手日報労組 河北新報労組 新潟日報労組 信濃毎日新聞労組  
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⑥こちら新研部ですについて と しんけん平和新聞の歴史と今後 

 

①の 2020 年度新聞研究部の活動 ｐ２４～参照 

 

 

⑦2021 年度新研集会について 過去の集会テーマなど（資料次ページ） 

 

 

⑧２０２１年度のしんけん言うトピアについて 

 

その他 

 

まとめ 
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新聞研究部資料 最近の集会の時期、テーマ、場所など

部長 第 場所 開催日 主な内容１ 主な講演 出席者 一般
（出身組合） 集会タイトル テーマ 泊数 主な内容２ 総数 料金

第３８回 東京・茗台アカデミー 2015年2月 地連・単組活動報告、平和新聞、
新研部長会議 災害報道を考えるシンポ １日 秘密保護法、労連財政報告
第５８回 労連近く貸し会議室 2015年6月28日 12組合員 ○

新研中央集会
安倍政権・戦後７０年の談
話 １日 ４一般 500

第３９回 新宿区四谷区民センター 2015年12月13日 基調講演　永井幸寿 弁護士 「国家緊急権について」

新研部長会議
SEALDｓ のメンバーを迎え
て ディスカッション １日

 千葉泰真 さん 明治大学大学院修士課
程 1 年目政治学専攻 矢野和葉 さん 放
送大学 4 年生 社会学専攻

第５９回 文京区民センター 2016年6月5日 ○

新研中央集会 権力とメディア １日 500
第４０回 全水道会館 2016年12月18日 こちら新研部です　活動報告他 神奈川新聞 石橋学さん
新研部長会議 パネルディスカッション １日 「偏りって何だ！？」 東京工業大学准教授 西田亮介さん
第６０回 文京区民センター 2017年5月28日 パネルディスカッション ○

新研中央集会

嘘ニュースとメディア～なぜ、
虚偽情報が広がるのか？

１日 500
第４1回 主婦会館プラザエフ 2017年12月10日 地連・単組活動報告、平和新聞、 週刊文春編集長
新研部長会議 講演 １日 「スクープ記事とSNSの活用」 新谷学さん
第６１回 スカイホール 2018年6月1日 講演 為末大さん ○
新研中央集会 東京五輪とマスメディア １日 パネルディスカッション コラムニスト小田嶋隆さん 無料
第４２回 全水道会館大会議室 2018年12月15日 1日
新研部長会議 講演 プチ鹿島
第６２回 文京区民センター 2019年6月22日 １日 講演 元官房長官 武村正義 ○

新研中央集会

３者パネルディスカッション
毎日新聞専門編集委員 与良正男

評論家 荻上チキ
東京大学大学院情報学環教授 林香里 無料

第４３回 文京ｼﾋﾞｯｸｽｶｲﾎｰﾙ 2019/12/15（日）
新研部長会議 必要ですか、実名報道 １日13:00-16:50 講演 上平加奈子 神奈川県弁護士会
第６３回 net開催＝ﾕｰﾁｭｰﾌﾞ 2020年６月５日（金） 基調講演 江川紹子さん、畠山理仁さん、 ○

パネルディスカッション

第４４回 ZOOMと福岡と全水道会館 2014/12/13

新研部長会議
記者たちへの伝言 ～権力
といかに向き合うか～ １日

約90

約40人
「災害報道の課題―メディアスクラム・過
熱取材批判に向き合う」「災害報道の意
義とは〝感動ポルノ〟批判、匿名・実名
発表を巡って」「報道関係者の安全確保」
「被災地を忘れない（長期取材の視点）」

定点周辺被災地訪問　講師は阪本真由
美さん（兵庫県立大大学院教授＝防災
教育）、近藤誠司さん（関西大准教授
＝災害ジャーナリズム論）他多数

雲仙・普賢岳大火砕流30年
集会

2017年秋～
2018年夏
能田英二
（朝日）

１日19:00-21-30

80

2019年秋～
2020年夏
酒井雅弘
（毎日）

2018年秋～
2019年夏
橋本新治
（共同）

新研中央集会

第６４回

新研中央集会

2020年秋～
2021年夏

机美鈴部長
期（朝日）

南
委員長
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約５０人

吉永
委員長

2021年6月5,6

プレ集会5月30日 約70 無料

○

新崎
委員長

上記２名+立岩陽一郎さん、小島慶子
さん、日比野敏陽さん

約３０

無料

岸井成格さん（毎日新聞記者・ニュース
キャスター） 青木理さん（元共同通信記

者・フリーランスジャーナリスト） 楊井人文
さん（日本報道検証機構代表・弁護士）

2016年秋～
2017年夏
中村進午
（時事）

約３０

パネルディスカッション

６月29日までに４万８千回
再生された

「こちら新研部です」分担、単組報告、年間活動計画、言うとぴあ他

阪神の今から２０年後の被災地を見る
３者シンポ

安倍政権・戦後７０年の談話

講演　西山太吉さん地連・単組活動報告、雲仙普賢岳取り
組み他

2015年秋～
2016年夏

大迫麻記子
（毎日）

小林
委員長

26組合員+講師ス
タッフ+８学生

工藤泰志さん 言論NPO・伊勢崎賢治さん
東京外大・藤森研さん専修大

約300

約２０

2014年秋～
2015年夏

本間部長期
（共同）

新崎
委員長

12 紙読み比べ!!社説プロレス観戦ガイド
「こちら新研部です」分担、単組報告、年間活動計画他

官邸会見の役割から考える
～ジャーナリズム、本音と建前～

約４０

バズフィードジャパン編集長古田大輔さん、
朝日政治部南彰さん、
日本報道検証機構代表楊井人文さん

小林
委員長

南
委員長約１４０
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アンケート中間報告も 

 

「自主規制や萎縮感じる」 

第 45回新研部長会議 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第45回全国新研部長会議が2月13日、オンライ

ンで開かれ、全国の労組や地連から約35人が参加

した。 

第1部の学習会では、旭川医科大学（北海道旭川

市）で学長解任問題を取材していた北海道新聞の

記者が2021年6月に建造物侵入容疑で逮捕された

事件を受け、東京法律事務所の今泉義竜弁護士と

岸朋弘弁護士が講演。まず、岸弁護士が刑法や刑

訴法の条文を示しながら建造物侵入罪や現行犯逮

捕の成立要件を説明し、それらと憲法に基づく「報

道の自由」「取材の自由」との相克を、過去の裁判

例を取り上げながら解説した。続いて、今泉弁護

士が問題点を整理。参加者との質疑応答を交えな

がら、事件の教訓と今後の課題について語り合っ

た。 

第2部の部会では、2021年7月に静岡県熱海市で

起きた土石流災害を取材した共同通信の写真映像

部の記者が、住居侵入容疑で書類送検された事例

などを取り上げ、全国的に取材規制が強化されて

いるのではないかとの問題提起がされた。 

 

 
 

新聞労連組合員らを対象に 2022 年 1 月 17 日

～2月 7日に実施し、359人から回答があった「取

材規制に関するアンケート」の結果についても中

間報告があった。「取材活動において、自分自身の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

萎縮や自主規制を感じることはありますか」の質

問に対し、「よくある」「たまにある」の回答が全 

体の約6割に上った。また、「『マスコミ報道が萎縮

している』との批判を、あなたはどう受け止めま

すか」の質問では、「その通り」「ある程度当ては

まる」の回答が約8割を占めた。 

取材先からの規制や妨害にとどまらず、記者側

の萎縮や自主規制に対する意識が浮き彫りとなっ

た。一方で、広がるマスコミ不信を背景に、メデ

ィア側の自省を求める声もあった。取材規制が記

者の萎縮を促し、それが市民のマスコミ不信を招

くことで、さらに規制が強まるという悪循環が指

摘された。 

続いて、岩橋拓郎新研部長が新研部の今年度の

活動方針を説明。各労組新研活動報告では、「イン

ターネットとジャーナリズムについて考えるオン

ライン講演会などを実施したい」（新潟日報労組）、

「東北地連春闘産研集会を2月22日にオンライン

で開催予定。テーマは『コロナ下の復興五輪・パ

ラ五輪をどう報じたのか、伝えたのか』」（岩手日

報労組）といった方針が示された。 

また、2022年に開催する新研集会は、「沖縄の本

土復帰50年」か「道新記者逮捕と取材規制」のい

ずれかをテーマとする方針を決めた。開催時期や

内容については今後協議することとした。 

【朝日労組・山崎聡】 

 
 

北海道新聞事件の教訓と課題 
 

 

 

 

 

今泉義竜弁護士 
 

今回の件では、公費で

運営されている大学法

人の問題についての取

材・報道を、制限・抑圧

する法人の対応そのも

のが、まず批判されなけ 

ればならない。取材記者であることを認識して現

行犯逮捕をしていたとすれば非常に悪質で、同様

のことを繰り返してはならない。 

北海道新聞社の対応に関しては、労働者を雇用

する使用者として、また報道機関として記者を守

る立場に立たなかったことは非常に問題である。

社の指示で記者に取材をさせ、取材という正当な

目的があったことを主張し、社に全責任があると

いうスタンスで記者を守るべきだったのに、その

立場に立たなかった。個人の責任に転嫁し、必要

のない実名報道まで行った。取材する記者を現行

犯逮捕すること自体が異常な対応で、毅然と立ち

向かえない新聞社に根本的な問題がある。 

今後の教訓のひとつは、未然防止の観念だ。ど

のような意思を管理権者が外部に表明しているか

などリアルタイムでの共有は必要だ。リスクがあ

る現場には複数で対応し、逮捕の口実を与えない

よう身分を明らかにし、自分の行動記録について

時系列で証拠を確保しておくのも重要だろう。と

はいえ、取材対象者が事前に現行犯逮捕を想定し

ているような場合は、逮捕を防ぐのには限界があ

る。そのような現場を取材しないのもリクス回避

という点ではある意味有効だが、そうなればどん

どん報道の自由は奪われ、報道は死んでいく。記 

者は、逮捕された場合の対応を準備し覚悟した上 
 

 

で取材に当たるのが今は必要なのかと思っている。 

いざ逮捕されそうな状況になった場合は、立入

禁止が根拠のあるものなのか、管理権者は誰でど

のような通知が出ているか、根拠を確認する。公

権力によるものの場合は、その法的根拠を明らか

にさせ、正当な理由による立ち入りで、建造物侵

入にはあたらないことを告げる。相手が有形力を

行使してきたら、それは暴行罪、監禁罪等にあた

るということを伝え、証拠を残す。可能であれば、

名刺を渡し、必要があれば後で連絡するように伝

え、現行犯逮捕させないために立ち去ることがで

きれば、立ち去る。立ち去ることによって逃亡の

恐れがあるとみなされる可能性もあるが、立ち去

るチャンスがあれば立ち去った方がいい。 
 

弁護士・組合に即連絡 
 

次に、任意同行には原則応じないこと。任意か

ら逮捕されるというのは一般的なセオリーだ。だ

が、任意同行に応じないから現行犯逮捕されると

いうこともあるので、現場の判断は難しいだろう。

不穏な状況になった場合は、すぐにその場で組合、

弁護士に連絡するのは大事だ。 

逮捕され警察署に留置された場合は自ら弁護士

を呼ぶ。会社顧問弁護士は、会社の利益を守る弁

護士で、労働者個人の人権保障の立場に立ち切れ

ない可能性がある。組合員が連絡すべき弁護士、

法律事務所をリスト化することを提案したい。組

合員が逮捕された情報をつかんだ場合、組合は、

弁護士も入れて対策会議を立ち上げ、必ず当日中

に接見、面会する。自白の強要に屈しないよう励

ますなどの対応が必要だ。 

法的に争うことが難しい面もあるが、このよう

な状況を許していいのかという世論形成も重要。

果敢に突っ込んでいくのが記者で、報道の自由の

役割として記者の存在を支えていく世論は不当な 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

弾圧を防げる。真実を追究し不正を暴いていく記

者の姿を広く伝えていくことが、不当に逮捕を許

さない世論を作ってくために欠かせない。 

【東京労組・金山容子】 

 
 

新聞労連機関紙２０２２年３月１日号 

 

 

建造物侵入容疑での逮捕と取材 
 

岸朋弘弁護士  
 

取材の自由は憲法の表

現の自由とかかわってい

る。問題の建造物侵入罪

が刑法でどう定められ、

考慮するべきものなのか

は、その行為が、単なる

立ち入りなのか侵入に当 

たるのかで異なる。侵入は管理権者の意思に反

する立ち入り。 

今回の、旭川医科大学で学長解任問題を取材

していた北海道新聞の記者が建造物侵入容疑

で逮捕された事件の場合、大学側は形式的に入

ってくるなと言っているが、実際入っている記

者がたくさんいたなどの事情がある。 

次に、故意についてだが、故意とは客観的犯

罪事実を認識し容認していること。今回の件で

は、入っていい場所だと思って入ったならば、

故意は問題になる可能性がある。正当な理由が

あれば違法な立ち入りにはならず、犯罪は成立

しない。正当な理由があるかないかで取材の自

由との関係が問題にされることが多い。 

最高裁の判断では報道の自由は憲法21条の

表現の自由として保障されている。「報道のた

めの取材の自由も、憲法21条の精神に照らし、

十分尊重に値する」とされるが、報道の自由と

比べて権利の侵害を主張するのは難しい。 
 

取材と現行犯逮捕 
 

 取材の自由と建造物侵入罪が争われた事案

がある。フリーのジャーナリストが宗教法人の

施設に何度も立ち入って内部の写真を撮り、建

造物侵入で逮捕されて起訴された。昨年の東京

地裁の判決は、政治活動そのものを取材する事

案とは異なるので、正当な理由がある立ち入り

と認めず有罪だった。今回の事案は公的な施設

として政治性、公共的な意味合いで取材してお

り、それをどう評価するかが問題だ。 

逮捕については、逮捕令状を見せて逮捕する

通常逮捕、例外として令状なく現行犯でのみ逮

捕できる私人逮捕がある。現行犯逮捕の要件

は、原則として罪を犯したその時その場でなけ

れば逮捕できず、かつ、逮捕しなければ逃亡や、

証拠隠滅のおそれがある場合に限られる。    

私人逮捕をした場合の手続きは刑訴法214

条で「直ちに地方検察庁若しくは区検察庁また

は司法警察職員に引き渡さなければならない」

となっている。今回は大学職員が逮捕し警察に

引き渡した。その場でなければ現行犯逮捕はで

きないので、仮に記者がその場から逃げ去った

とすると現行犯逮捕はできないが、見つかって

逃げたとなると通常逮捕の理由付けになるの

で注意した方がいい。     

【東京労組・金山容子】 
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第６５回 

新研集会 
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労連加盟組合 御中       ６月２日（木）正午締め切り 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）６月 2日正午前でも申込者が定員に達しましたら締め切らせて頂きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参加申し込み】 
https://forms.gle/qrzEKo2fD2zCH2wB6 

 

注）参加申し込みは終了しております 

 

新研集会 プレ企画 
日本新聞博物館（横浜）  
 

企画展 「沖縄復帰５０年と１９７２」 
 

解説付き学習ツアー（２回）開催！ 
 

集合場所：２階受付  入館料：１人 400円  ６月２日（木）正午 申し込み締切 

15:00集合→15:15見学開始 16:30位に終了 

10:30集合→10:45見学開始 正午位に終了 

内容は同じです。都合のいい方にご参加ください。（各日とも先着１５名まで） 

新聞労連新聞研究部は、６月２５日（土）～２６日（日）に沖縄県那覇市で「『復帰』半世紀 

沖縄は問う」をテーマに、公開（現地集会と ZOOMの併用）で新研集会を開催します。この新研

集会に先だって、日本新聞博物館（ニュースパーク）で現在開催中の「沖縄復帰５０年と１９７

２」を、新聞協会労組菅長佑記委員長に解説していただきながら学習できる企画が実現しまし

た。 

企画展「沖縄復帰５０年と１９７２」 https://newspark.jp/exhibition/ex000271.html 

 

今年５月１５日に沖縄の日本復帰５０年を迎えるにあたり、沖縄タイムスと琉球新報を中心

に地元紙が復帰をどう伝えたか、当時の紙面と写真で紹介します。沖縄戦、米軍統治、復帰以降

の沖縄をめぐる報道も取り上げます。また、１９７２年は、国内外でさまざまな事件・事故が起

きた年でもありました。それらを報じる当館所蔵の号外・紙面も紹介します。展示資料は約１０

０点です。このほか、ホワイエでは、２０１８年に企画展「よみがえる沖縄１９３５」を共催し

た朝日新聞社による沖縄復帰を捉えた写真を、前後期で２５点ずつ展示します。 
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新聞労連各組合御中 

2022 年５月 18 日 

新聞労連委員長 吉永 磨美 

新聞研究部長 岩橋 拓郎 

 

第 65回新研集会招請状 

「復帰」半世紀 沖縄は問う 

 

新聞労連・新研部は、6月 25日（土）、26日（日）、沖縄県那覇市の会場と ZOOM を併用し、

第 59回新研集会を開催します。 

 

沖縄は、2022年 5月 15日本土に復帰 50年を迎えました。 

 

「沖縄返還５０年をとても祝える状況ではない。50 年前から何が変わったか」。名護市

辺野古の新米軍基地建設断念を求め、5月に首相官邸前や自民党本部前でハンガーストライ

キを決行した沖縄出身の大学院生、元山仁士郎さんの言葉です。半世紀を経ても沖縄にのし

かかる負担。元山さんの問いは、政治家や官僚のみならず全ての日本人に向けられたもので

もあります。 

沖縄が抱える課題をあぶり出す報道を手がけた記者たちとの対話を通じ、みなさんと問題

点を共有し、沖縄の未来を考えていきたいと思います。 

 

25日は、市民・読者と共に考える公開シンポジウムを行います。第 26回新聞労連ジャー

ナリズム大賞、大賞受賞の毎日新聞「特権を問う～日米地位協定６０年」取材班のメンバー

（決定）に加え、優秀賞を受賞した沖縄タイムス「『防人』の肖像 自衛隊沖縄移駐５０年」、

特別賞受賞の琉球新報「航空自衛隊那覇基地から流出した泡消化剤に有害物質が含まれてい

ることを突き止めた一連の報道」を取材した方々にご登壇を依頼中です。 

26 日は密を避けた形式での労連組合員のみのフィールドワークを実施します。部分参

加・途中離脱も可能ですので、ぜひご検討ください。 

 

 万が一、感染が再拡大していたり、蔓延防止等重点措置がとられた場合は、開催前に、現

地開催可否を判断します。現地開催が困難な場合は、オンラインのみに限定して開催を予定

しています。この場合、飛行機やパック料金のキャンセル料が発生しましても、労連からの

補助などはございませんのでご注意ください。 
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第 59回新研集会 

◇ 日時：2022 年 6 月 25日（土）13:30-17:00 

26 日（日）09:00-12:30 目安 

◇ 会場：那覇市 IT 創造館 

   那覇市銘苅２－３－６ 電話：098-941-7000 

モノレール古島駅から徒歩 8 分、なは市民協働プラザの隣 

https://www.it-souzou.jp/ 

 

◇ 参加費：25 日（土）シンポ 無料 

      26 日（日）ﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸ 交通費、入館費など実費のみ 
 

◇ 締め切り：６月２３日（木）AM10:00 厳守  

２５日（土）シンポ現地参加は、会場の都合上、定員がございますのでご注意ください。

労連加盟組合員の現地参加者数は先着２５名でございます。定員に達しましたら２３日

（木）10:00 前でも締め切らせて頂きます。ご了承ください、 

 

資料がある場合は２６日フィールドワーク集合場所地図などと共に、６月２３日夕方をめ

どに、お送りする予定です。 

＜６月２５日（土）スケジュール（予定）＞  

１３：００ 会場 受け付け開始 

１３：１５ ZOOM入室開始 

１３：３０～開会 主催者挨拶 

１３：３５ 第１部 リレートーク  

      登壇者 

毎日新聞 銭場裕司さん 前東京本社社会部副部長、現在は社会部専門記者   

加藤隆寛さん 東京本社写真映像報道センター映像グループ記者 

琉球新報、沖縄タイムス労組にも依頼中 

１４：４５ 休憩（質問用紙記入・回収） 

１５：００ 追加報告：宮古毎日労組から 

第２部 パネルディスカッション 

質疑応答 

１６：３０ まとめ 事務連絡 

１７：００ 初日終了 
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（注意） 

資料がある場合、皆さまに事前配布いたします。 

当日現地会場での追加・変更などの対応は、人数が限られていることもあり、難しい場合

もございますので、締め切り厳守でお願いいたします。 

現地参加の皆様も資料は各自でダウンロード・印刷して当日ご使用ください。 

 

＜６月２６日（日）＞ 部分参加、途中離脱可 

０９：００ 首里城・守礼門集合（労連の腕章をしてお待ちしております） 

32 軍壕（首里城地下）、留魂壕（首里城正殿の裏手）など見学 

１時間～１時間半予定 

 

守礼門 

〒903-0826 沖縄県那覇市首里金城町１丁目２ 

ゆいレール古島駅１番ホーム→ 6 分 （3 駅）→首里駅→徒歩１Km 約 13分 

 

０９：００ 集合場所守礼門 地図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０：４５ 各自移動 

 

（A）モノレール駅（B） 集合場所 

（C）首里城公園入口 バス停 
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１１：３０ 戦没新聞人の碑 前集合 

      新聞人の碑、不屈館見学 １時間程度 

戦没新聞人の碑 

〒900-0031 沖縄県那覇市若狭１丁目２５−１ 

第 32軍司令部壕→徒歩 900m 約 12分→ゆいレール儀保駅２番ホーム→ 15 分 （7 駅）→

県庁前駅→徒歩 1.2 km約 15 分 

（少人数でのタクシー分乗も可） 

１２：３０ 現地にて流れ解散 

 

お時間のある方は、近くの対馬丸記念館もおすすめです。 

 

＜案内人＞ 琉球新報客員編集委員及び毎日新聞客員編集委員 藤原健 さん 

毎日新聞大阪本社社会部長、同編集局長などを歴任。2006年「戦後 60年報道」で「平和・

協同ジャーナリスト基金大賞」を受賞。16年沖縄に移住。19年『魂（マブイ）の新聞』出

版で沖縄大学大学院の「現代沖縄研究奨励賞」受賞。20年『終わりなき＜いくさ＞～沖縄

戦を心に刻む』出版。沖縄戦の記憶継承ジャーナリズムがライフワーク。琉球新報に 16 年

から大型コラム「おきなわ巡考記」、毎日新聞に 21年から特集企画「復帰 50年の群像」を

それぞれ連載中。民間団体「第 32軍司令部壕の保存・公開を求める会」の理事として「軍

は住民を守らなかった」という観点から沖縄戦の実相を伝える活動も。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）現在は受け付けは終了しております 

 

 

 

現地参加申し込み（先着 25 名） 
 

https://forms.gle/RLXNEB745DTzXou86 

ド 
ZOOM 参加申し込み 
 

https://qr.paps.jp/JB4tp  
 

メールアドレス、労組名、名前他をご記入ください。 

登録したメールアドレスに URLが届きます。 
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【追加情報１】 

新研集会プレ企画！ 日本新聞博物館（横浜） 企画展「沖縄復帰５０年と１９７２」解説付

き学習ツアー（２回）開催！（以前予約必須 各日とも先着１５名まで） 

 

集合場所：２階受付        
入館料：１人 400円   

締め切り：６月２日（木）正午 

申し込み先 QRコード→ 

 

注）現在は申し込みは終了しております 

 

＜スケジュール＞               

６月３日（金）15:00集合→15:15見学開始 16:30位に終了 

４日（土）10:30集合→10:45見学開始 正午位に終了 

両日とも内容は同じです。都合のいい方にご参加ください。（添付チラシ参照） 

 

【追加情報２】 

２６日１５時より、佐渡山豊さん（ドゥチュイムニィ）、海勢頭豊さん（月桃の花）による、

月桃の独り言 「は･ひ･ふ」 本土復帰 50年 ゆたかゆたかコンサート が琉球新報ホールで

開催されます。入場料(一般)：¥2,000 

 

６月２３日は沖縄の慰霊の日。佐渡山さんは、案内人：藤原さんのご友人でもあります。彼

らの歌声で、現地の雰囲気、熱が伝わることでしょう。別添えのファイル（２つ）もご参照

ください。 

詳細はこちら↓ 

https://eplus.jp/sf/detail/3628170001-P0030001P021001 

 

問合せ先：新聞労連 新研部 電話 03-5842-2201 

 

プレ企画参加申し込み 

https://forms.gle/qrzEKo2fD2zCH2wB6 
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第 65 回新研集会 

「復帰」半世紀 沖縄は問う 資料 

2022 年６月２５日 

於：那覇市 IT 創造館 

第２６回新聞労連ジャーナリズム大賞 
 

大賞 

●特権を問う～日米地位協定６０年 （毎日新聞「特権を問う」取材班） 

 2020 年に発効 60 年を迎えた日米地位協定は、在日米軍による被害の「元凶」とさ

れながらも１度も改定されたことがなかった。今回、米軍ヘリが新宿上空でビルに近接し

た飛行を繰り返している事実を動画で捉え、ツイッターや YouTube も活用して報道した

り、米兵らの事件事故のについて関係者を各地に訪ね、遺族の肉声を伝えるなど、徹底的

に取材して「特権」の問題を、改めて掘り起こし、多面的、立体的に浮かび上がらせた。 

 

優秀賞 

●「防人」の肖像 自衛隊沖縄移駐５０年 （沖縄タイムス「防人」の肖像取材班） 

 沖縄の日本復帰 50 年となる 2022 年を前に、1972 年に沖縄移駐した自衛隊に焦点

を当てた。メディアは米軍基地の問題点を恒常的に指摘しているものの、自衛隊について

の言及は少ない。「米軍基地のない島」の主張と表裏一体で、「ではこの地域をどう守る

か」という現実的な問題がある。沖縄における自衛隊をめぐる課題はもっと知られていい

ものであり、現在にいたるまで沖縄で自衛隊がどう受け止められてきたかを厚みのある取

材によって描いた。 

 

特別賞 

●航空自衛隊那覇基地から流出した泡消化剤に有害物質が含まれていることを突き止め

た一連の報道 （琉球新報航空自衛隊泡消火剤流出取材班） 

 2021 年 2 月、航空自衛隊那覇基地から泡消化剤が住宅街に流出した問題で、空自の

リリースの虚偽を明るみに出した。リリースでは、泡消化剤には「ＰＦＯＳ（ピーフォ

ス）、有機フッ素化合物」は含まれていないとされたが、有識者の分析から実際には有害物

質が含有されていたことを突き止め、防衛相の謝罪、全国の自衛隊基地の調査につながっ

た。権力側の発表や言い分をうのみにするだけではなく、能動的に調べていくジャーナリ

ズムの基本姿勢を貫いた結果のスクープで、当局発表を常に疑うことの重要性を改めて感

じさせられる。 
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【配布資料】 

・特権を問う～日米地位協定６０年＝ 配布なし 

・「防人」の肖像 自衛隊沖縄移駐５０年 明講師 

①2021年 03 月 10日(水) 琉球新報 朝刊 本紙 【総１】「空自消火剤にＰＦＯＳ／２月の那覇基地

流出／説明と食い違い／本紙採取 京大・原田氏が分析」 

②2021年 04 月 08日(木) 琉球新報 朝刊 本紙 【総１】「空自 ＰＦＯＳ含有認める／泡消火剤流

出／説明訂正し謝罪／国指針１２８倍、ウェブ公表／幕僚長『多くの方に不安』」 

③2021年 04 月 10日(土) 琉球新報 朝刊 本紙 【総３】「ＰＦＯＳ 防衛相謝罪／泡消火剤流出／

住民説明会も検討」 

④2022年 06 月 01日(水) 琉球新報 朝刊 本紙 【総１】「海自那覇ＰＦＡＳ、７万倍／自衛隊６０施

設 ８割で指針値超す」 

①～④次ページ 

⑤消火剤自己巡る経緯（エクセル） 

 

空自の消火剤流出事故を巡る主な動き
                                                                               ※網掛けは本紙報道

2月26日 空自那覇基地から泡消火剤が流出、飛散。

空自は「ＰＦＯＳは含有しておらず、毒性や損傷生はほとんどない」

ウェブで速報、記者が泡を採取

2月27日 紙面で初報掲載

3月2日 消火剤の製造元が出している資料を基に続報

3月3日 空自那覇基地が県と周辺の２市に謝罪文書を送付

3月10日 採取した泡からＰＦＯＳなどが指針値を超えて検出されたことを報道

3月11日 那覇市が基地内の水路や周辺の土壌調査を開始

3月12日 岸防衛相が省としても消火剤を分析する方針を示す

那覇市が市の調査でもＰＦＯＳ・ＰＦＯＡが指針値を超えて検出され

たと発表

空自がＰＦＯＳの含有を認め、空幕長が謝罪

4月9日 岸防衛相が会見で謝罪

５～６月 空自は基地内の水路と消火専用水槽を調査

9月4日
本来含有されないはずの消火用水槽から指針値９２００倍のＰＦＯ

Ｓ・ＰＦＡＳが検出されたと空自が発表

9月7日 岸防衛相は全国の自衛隊施設を調査する考えを示す

3月中旬 全国調査の結果が防衛省に届く

6月1日 全国調査の結果を報道（８割弱で指針超）

4月7日

2022年

2021年
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・航空自衛隊那覇基地から流出した泡消化剤に有害物質が含まれていることを突き止めた

一連の報道 ＝ 配布無し 
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          沖縄を（に）学ぶために そのガイダンスとして 

                           藤原 健 

 

 

■沖縄戦後の出発と戦後＜思想＞ 

1沖縄戦記 

 ・共同体も家族も徹底的に破壊され、米軍に保護されたときが戦後の始まり 

・人々の意識は、「艦砲ぬ喰えぬくさ」（艦砲の生き残り）。収容所で命をつなぐ 

   最初に「沖縄の戦争」を伝えたのは古川成美『沖縄の最後』（1947年）、古川は元軍

人で、その戦闘体験がベース。沖縄戦の実相を伝える「沖縄人による沖縄戦記」「住

民視点の沖縄戦記」が待望された。 

  ⇒沖縄戦記文学の記念碑的な 3本柱（仲程昌徳『沖縄の戦記』） 

   ❶沖縄タイムス社編『鉄の暴風―現地人による沖縄戦記』（1950年） 

   ❷仲宗根政善編『沖縄の悲劇―ひめゆりの塔をめぐる人々の手記』（1951年） 

   ❸大田昌秀、外間守善編『沖縄健児隊』（1953年） 

  ⇒沖縄は戦前、県史がなかった。しかし、沖縄戦の証言記録などを含めた県史、市史、 

町史、村史、字史が復帰後に急増。2015年までの沖縄戦関連の出版物は 1236冊 

  ⇒継承ジャーナリズムの範疇として琉球新報「沖縄戦新聞」 

  ⇒純文学の大城立裕、又吉栄喜、東峰夫、目取真俊、「反復帰」の新川明、川満信一 

  ⇒「加害者」の視点 

2沖縄戦記の＜思想＞＝体験集にとどまらない理念形成＝実相の継承 

 ・「これだけの死を上回る国家の正当性などあるのか」（『沖縄健児隊』） 

・「野垂れ死にではなかったか」（『沖縄の悲劇』） 

・「軍隊は住民を守らなかった」（『鉄の暴風』『沖縄健児隊』『沖縄の悲劇』） 

 ・沖縄戦とは何だったのか⇒差別から脱却するために日本国家に同化しようとした近代

沖縄の総決算（屋嘉比収『沖縄戦、米軍占領史を学びなおす』） 

 ・状況に向き合う際に湧き上がる思念の塊を＜思想＞と呼ぶなら、沖縄の戦後＜思想＞は、 

沖縄戦を凝視した沖縄戦記として現れた（鹿野政直『沖縄の戦後思想を考える』） 

 ⇒反戦、人権、平和、自立⇒3本柱以後の出版もこれを押さえる 

⇒「ヤマトとは何か」、「ウチナーとは何か」の見つめ直し 

⇒「のしかかるヤマト」の意識化  

3日本軍について 

 ・「70年戦争」というとらえ方 

 ・日露戦争の「大勝利」 

 ⇒『半藤一利 語りつくした戦争と平和』（保阪正康監修）                      
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■認識を深めたいこと 

1、「シランフーナー」について 

・注意しなければならないのは、シランフーナーは個人的心理ではなく、社会心

理でもある。だからこそ、根が深い 

 ←自分たちがうまくいっているのは、誰かがうまくいっていないからだ、と私

たちは薄々感知している 

  その不公正を「自分たちに無関係のことだ」と見て見ぬ振りをする 

 ←自らの生活を豊かにしてくれる生活を望ましく思い、（知らない方が幸せと

いう）無知の状態を望むようになり、真実を直視することを恐れる 

 ←「知らない」から「知りたくない」に変わっていく 

 ⇒その弱みを指摘されると、自省を深める人とヘイトに転じる人の 2 タイプ

に分かれる 

  

2、無関心について 

・阿波根昌鴻さんの言葉 

 ←戦争の最大の友は無関心。平和の最大の敵は無関心 

 ←非暴力。乞食行進 

・マザー・テレサの言葉 

 ←人間の尊厳を奪うのは、 

  無視、無関心、忘却です 

 ⇒伊江島の戦い 

 

3、のしかかるヤマト 

・皇民化教育 

 ←ウチナーの歴史、習俗、言葉を「劣ったもの」 

・差別 

 ←人類館事件 

・本土との分離 

 ←天皇メッセージ 

 ←コザ反米軍市民蜂起 
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新研集会を前に 
 

～新聞博物館で学習～ 

新聞労連新聞研究部は、第65回新研集会の

プレイベントとして、6月3日、4日の2回にわた

り、横浜にある日本新聞博物館・ニュースパー

クで開催されている企画展「沖縄復帰50年と

1972」を、新聞協会労組・菅長佑記委員長によ

る解説付きで学習するツアーを開催した。2日

間で、10名が参加した。 

各日、会館で、沖縄戦、米軍統治、本土復帰、

復帰以降の沖縄について、琉球新報や沖縄タイ

ムスなどの地元紙を中心に、新聞が、どう伝え

たか、当時の紙面と写真を見ながら約１時間半

にわたり、解説を受けた。参加者は、6月25日

の新研集会を前に当日への熱意を新たにした。 
 

 
 

～祈り捧げる 新聞人の碑～ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6月23日の慰霊の日を前に、沖縄地連（知

花徳和委員長）は12日、那覇市若狭にある

「戦没新聞人の碑」の清掃と献花を行った。

知花委員長と慶田城中執が参加した。1961年

に建立された石碑で、沖縄戦で亡くなった14

人の記者の名前が刻銘されている。 

 新型コロナウイルス感染拡大以前は、5・

15の平和行進が開催される時に全国から集ま

る労連の仲間と共に追悼集会を行っていた

が、コロナ拡大で中断されていた。昨年有志

で実施したが、沖縄地連としては、今後の恒

例の活動として取り組むことも考えている。 

【琉球労組・慶田城七瀬】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 
 

まだ伝えるべきことはある 
 

25日第1部ではまず、企画「特権を問う 日米

地位協定60年」で新聞労連ジャーナリズム大賞

を受けた毎日新聞の銭場裕司さんと加藤隆寛さん

が取材の経緯を語った。銭場さんは、2020年2月

に企画を始めた当初、「全国の皆さんに地位協定

の問題を自分の事として考えてもらえるような報

道を目指そう」との思いが取材班の中にあったと

説明。「もし本土の側に地位協定や基地の問題に

ついて関心のない部分があるのだとすれば、その

責任の一端を私たちも負っているんじゃないか。

まだまだ伝えるべきことはたくさんある」と話し

た。加藤さんは、東京・六本木にある米軍のヘリ

ポートを張り込み、米軍ヘリが都心部でビルに近

接した低空飛行を繰り返している事実を動画で捉

えた。「縦横無尽に、好き勝手に新宿駅の真上を

飛ばれている。屈辱的な思いがした」と振り返っ

た。一連の取材をまとめた書籍『特権を問う ド

キュメント日米地位協定』（毎日新聞出版）が7

月下旬に刊行される。 

 

再び戦場にされる不安 
 

 次に、沖縄タイムスの銘苅一哲さんが、優秀賞

を受けた連載「『防人』の肖像 自衛隊沖縄移駐

50年」に込めた思いを語った。沖縄タイムスは

2021年1～12月、自衛隊をテーマにした連載を構

えた。銘苅さんは「沖縄のマスコミは米軍基地に

は常々目を向けているが、自衛隊にはあまり目を

向けていなかったという反省点があった」と説

明。辺野古新基地に陸上自衛隊が常駐することで

日米が合意していたことを伝える記事に触れ、

「自衛隊と米軍が一体となって沖縄で作戦を展開

する流れになっている」と語った。その上で、

「また沖縄が戦場にされるのではないかという不

安が現実のものとして高まっている。あらためて

思いを一緒に持っていただけたらうれしい」と呼

びかけた。 

 

公式発表を疑う必要性強調 
 

 続いて、琉球新報の明真南斗さんが、航空自衛

隊那覇基地から飛散した泡消火剤に有害物質が含

まれていることを突き止めた一連の報道で特別賞

を受けた経緯を話した。2021年2月26日、那覇基

地から泡消火剤が流出。自衛隊は有害物質を含ん

でいないと説明したが、明さんの同僚記者が現場

で泡を採取し、京都大学に分析を依頼することで

国の暫定指針値を超える有害物質が含まれている

ことを明らかにした。明さんは「公式の発表を疑

うということが必要だとあらためて思った。もし

かしたら、わからないまま過ごしてしまっている

こともあるんじゃないかと思うと怖い」と語っ

た。 

 

報道にジレンマ感じながら 
 

 第2部では、参加者からの質問に答えるかたち

で討論が展開した。「基地問題や沖縄戦について

様々な感情が交錯する沖縄で、報道する際に意識

していることは」との質問に対し、琉球新報の明

さんは「たとえば基地問題では、容認している立

場のかたは取材を受けたがらない。新聞は実名の

コメントが優先的に載るが、それだと反対の意見

が強くなってしまう。なぜ容認しているのかにつ

いては、匿名でも載せることが必要だと思う」と

語った。また、沖縄タイムスの銘苅さんは「ネッ

トでは沖縄のマスコミは左寄りだと言われるが、

地元の新聞社なので地元の人が思っていることを

報じているだけ。それがもし偏っていると感じる

のであれば、そういった見方を持っている人のほ

うが偏っているのではないか。実際に取材して、

多くの声があるほうが真実だと思う」と語った。 

 さらに、「沖縄と本土では、基地問題や地位協

定について認識の差に分厚い壁があると感じる。

この差を埋めるためにどうすればよいか」との質

問も寄せられた。毎日新聞の銭場さんは「いまま

で出てきていない新しい話を取ってきてなんぼだ

と思っていたが、過去に起きた事件や事故でも知

らない人がたくさんいる。過去の話であっても、

いま苦しんでいる人がいる。そういうことを伝え

ていって、考える材料を提示していくことが大事

だと思う」と話した。琉球新報の明さんは「どう

共感してもらうかというのはむずかしい」と語

り、復帰50年となった5月15日前後の記事で「本

土の沖縄化」という言葉が使われたことに言及。

オスプレイの配備などに際して、軍事力強化が本

土にも広がっていることを伝えるためだが、「そ

の言葉を使うのはやめたほうがいい。同じ日本の

一地域で、困っているという声をあげるだけでは

共感を得られないのかなと思うと、すごくかなし

い」。一方で、「ただ、そう言わないと共感を得

られないというジレンマもあると思う」とも述べ

た。 

 毎日新聞の加藤さんは今回、集会に参加するた

めの沖縄入りに際して、上空を動画で撮影したこ

とを明かした。「私は東京での生活が長くて、都

心で低空飛行をするヘリに率直に驚いて取材をし

たが、反面、沖縄の人にしてみればそれが日常な

のだろう」。都心では1日中待機して1回撮れる

かどうかだったが、沖縄では30回ほど遭遇した

という。「頻度の圧倒的な差を実感じた。これが

基地の町の現実なんだとあらためて認識した」と

話した。 

 最後に、司会を務めた岩橋拓郎在京新研部長が

「記者が現場にいることの重みを感じた。どんな

にデジタル化が進んでも、記者が現場にいないと

できないことは他では代替できない。記者がそこ 

にいないとできないことが独自の報道になって、

世の中を変えていく」と語り、討論を締めくくっ

た。          【朝日労組・山崎聡】 

 

新聞労連新聞研究部は6月25日、第65回新

研集会を沖縄県那覇市の会場とオンライン

配信とで開いた。沖縄の本土復帰から50年と

なった今年は、タイトルに「『復帰』半世紀 

沖縄は問う」を掲げ、沖縄に関する報道で第

26回新聞労連ジャーナリズム大賞、優秀賞、

特別賞をそれぞれ受賞したメンバーが登壇。

質疑応答を交えながら、沖縄がいま置かれて

いる現状やメディアの課題について語り合

った。 

26日は、現地参加者が密を避けてフィール

ドワークを行った。吉永磨美委員長や慶田城

七瀬労連中執（琉球労組）の案内で首里城地

下に掘られた32軍壕、留魂（りゅうこん）壕、

新聞人の碑、不屈館を見学。碑前では、黙と

うを捧げ「戦争のためにペンをとらない、カ

メラをとらない」ことを改めて誓った。 

記者が現場にいる重み感じた 第65回新研集会 沖縄 

 メディアの課題について語る（左から）銭場裕司さん、加藤隆寛さん、銘苅一哲さん、明真南斗さん 

清
掃
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え
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新聞労連機関紙７月１日号３面 
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新聞労連 声明 

 

北海道新聞記者逮捕に関しての声明 
  2021 年 7月 12日 

北海道旭川市内にある旭川医科大学で６月２２日午後、学長選考会議を取材していた北海道新聞の記

者が大学職員に取り押さえられ、北海道警察は大学関係者が現行犯逮捕したと発表しました。記者は２

４日午後まで身柄拘束された後、釈放され、現在は在宅で捜査が続いています。また、北海道新聞社は

７月７日、社内調査報告を北海道新聞に掲載しました。 

 

 旭川医科大では当日、パワーハラスメントなどで問題となった吉田晃敏学長の解任を巡って会議が開

かれており、北海道新聞社の社内調査報告では、当該記者は指示を受けて構内に入ったことや、無断録

音、職員に発見された際の対応について掲載されています。現時点で明確な表現を避け、あいまいな点

もあります。発生から２週間後に公表された今回の調査結果は残念ながら組合員らの期待を裏切るもの

であり、現場に責任を押し付けるばかりか、自らの責任逃れが滲んでいます。新聞労連は、新聞記者を

含む多くの現場労働者が加盟する労働組合として、このような不十分な中身の報告書を看過できませ

ん。 

 

 社内調査報告では当該記者が業務命令を受けていたことが明確になりました。いうまでもありません

が、業務命令に基づき遂行されていた業務についての責任は原則として会社にあります。社内調査報告

では編集局長名で、「記者教育や組織運営のあり方などを早急に見直し」「一線の記者たちが安心して取

材できる環境をあらためてつくる」と表明されています。そうであるならば、情報共有や指示の不徹

底、新人記者を単独で立ち入り取材させたことなどの「全責任は会社にある」と明確に示すべきです。

報告では「取材方法を指導するべき報道部の部次長や、報道部の業務全体を統括する部長の関与が不十

分だったと考えています」という表現にとどまり、現場に責任があると言わんばかりです。このような

見解は、北海道新聞労働組合の組合員に対してだけではなく、社会に対して「新聞社はいざとなれば記

者、従業員を守らない職場」という誤解を与えることにつながりかねません。 

 

 実名報道に至った経緯、逮捕そのものへの評価を含めて明らかにし、その上で業務命令に従った記者

を守る姿勢を示すべきです。会社の責任の明確化、再発防止といった観点から、会社側は自らの責任を

問う形で明らかにすべきです。また、研修後に現場に立って２カ月程度という経験の浅い記者をそもそ

も相手とのトラブルが予想されるリスクある取材に行かせてしまったというのは、現場判断よりもっと

上の、使用者としての会社側の労務管理上の問題があると言わざるを得ません。 

 

 報告では、記者同士の情報が十分共有なされなかった点を問題視していますが、見落としてはいけな

いのは背景にある「大学の過剰な取材規制」です。そもそも６月１８日に別の道新記者や他社の記者と

大学との間に取材トラブルがあったことに関し、大学側の過剰な取材規制に対して、抗議に結びつかな
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かったという観点こそが問題です。その反省がなされないまま、「取材手法」「記者教育」「情報共有」

などを軸として、自社の記者に対する大学による逮捕を安易に受け入れる形で報告書を締めくくったこ

とが、大いなる疑問です。 

 

 当該記者は建造物に「正当な理由なく侵入した」として、逮捕されました。公共機関による「施設管

理権」はあったとしても、一方でメディアには憲法２１条の「表現の自由」に則って、「知る権利」に

応え、行政機関など公的機関に対する説明責任を求めていくという社会的役割があります。北海道新聞

社編集局長のコメントでは「メディアの側からすれば旭川医科大の取材対応は十分とは言い難いものが

ありました」とされ、調査報告では「これまでも入構禁止になっていたが、慣例的に自由に立ち入って

取材をしていた」と記されています。 

 

 これらを踏まえ、新聞労連は、取材中の記者を大学関係者が現行犯逮捕した今回の事案について、

「行き過ぎ」だと考えます。取材中の記者に対する身柄拘束の必要性は改めて検証されるべきもので

す。ジャーナリズムを担う我々の業界で、このような問いかけや検証がなされないことによって、取材

活動の萎縮を招き、国民の「知る権利」が後退することを危惧します。 

 

 取材手法について、法を侵してまで取材するのはおかしい、という意見は承知しております。記者が

身分を名乗らない、入構禁止の要請を見逃していたなどの部分はあるかもしれませんが、重要な取材対

象である限り、取材を拒否されても対象に可能な限り迫ることは新聞記者の常であり、場合によっては

使命であるはずです。「施設管理権」を根拠として記者が公的機関に立ち入ることができないというこ

とが一般化してしまえば、取材の自由、報道の自由は形骸化し、それにより犠牲となるのは国民の知る

権利です。 

 

 新聞労連は、さまざまな声を真摯に受け止めながら、北海道新聞の個別ケースとしてではなく業界に

おける課題として、取材手法や記者教育、取材に対する規制について議論を深めていく所存です。 

 

 今回の事案でもっとも大切なのは、会社の業務命令に従って取材をしていた当該記者を含めた現場の

組合員を守ることです。関わった組合員個人に責任を負わせるべきではなく、北海道新聞社、ひいては

業界全体が考えるべきものです。新聞労連としても、組合員に寄り添い、守るとともに、今回の事案に

ついて検討、議論を続けます。 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

82



北海道新聞記者逮捕問題—検証の必要性とポイント 
2021 年 9月 8日 

道新記者逮捕問題を考える（１） 

 

 6 月 22 日、学長によるハラスメントなど不祥事 が続く旭川医科大学（北海道旭川市）の学長選考

会議を廊下で取材中の北海道新聞記者が、大学に身柄を拘束され、警察に引き渡される事件が起きた。

記者は建造物侵入容疑での現行犯逮捕（常人逮捕）となった。新聞労連は「知る権利」「取材・ 報道の

自由」「組合員の安全」に関わる重大事案として、声明文（7月 12 日）の発出などで対応してきた。事

件については、一新聞社や記者個人の問題といった捉え方ではなく、報道機関全体における今後の取材

体制やジャーナリズムの姿勢に及ぶもので、次世代への提言として検証し、現場の不備についても発展

的な解決がなされなければならない。 

 都合の悪いことを探られたくない取材対象者が過剰な取材規制をかける動きをけん制したり、公的機

関の説明責任を求めたりするといった観点も欠かせない。有識者の力を借りながら、新聞社や通信社な

どメディアの現場で働く新聞労連の組合員たちが自ら検証チームを立ち上げ、新聞労連と しての見解

を社会に示し、この事件を検証するためには、論点を整理する必要がある。当該事案に関係する論考や

有識者からのヒアリングを参考に 以下の 3点について特に整理が必要だと考える。 

 

■取材中の記者逮捕の妥当性について 

 まずは、大学当局の現行犯逮捕に関わる事実関 係の確認と逮捕の是非、妥当性についてだ。当該記

者は建造物侵入容疑で逮捕されているが、逮捕の構成要件である「不当な目的」「許可のない立ち入

り」について、どのような事実と解釈によってなされたかを究明する必要がある。北海道新聞（7月 7

日朝刊）の検証記事によると、旭川医大が新型コロナウイルス感染防止などを理由にした大学構内への

立ち入り取材を禁止し、会議後に取材に応じることを内容としたファクスを報道各社に送ったのは、逮

捕のわずか約 30分前だった。旭川医大は、それまでも取材対応の悪さが目立ち、現地の記者クラブが

抗議までしていた。 

 6月 18日にも同じ場所付近で道新記者を含む数社と大学事務局との間でトラブルがあったとされる。

逮捕当時、当該記者以外にも他に報道記者は大学構内にいたのか。旭川医大は身柄を拘束した際に当該

記者を「記者」と認識していたのか。事件当日やその前後の期間の旭川医大側の判断や行動、北海道新

聞社の事件への対応や道警旭川東署におけるその後の刑事手続き、処分内容に対する検証がなされるべ

きである。本件事案を議論もせず放置すれば、公的機関による逮捕を含む取材規制を助長するきっかけ

になる危うさもある。その是非を巡って議論するためにも事実確認がなされなければならない。 

 

■取材手法について 

 取材手法についての議論も不可欠だ。旭川医大は、当該記者の取材のための録音を「無断録音」であ

るとして、北海道新聞へ抗議している。取材時における行動は基本的には記者本人の裁量で行われるこ

とが多く、その方法については、過去の経験の蓄積などから北海道新聞の「取材指針」のように、一定

の指針が示されている社もある。取材手法に関する考え方や指針については、過去の議論から合理的判

断がなされて組織内で共有されてきたものだ。外部の批判を受けたからといって、それまでの合理性を
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覆し、即座に変節すべきものではないことは自明の理だ。また、取材時などの録音に関して違法性を定

めた法律はなく、私的な 無断録音や盗聴とは分けて考えなくてはならない。録音や公的施設内での立

ち入り取材については、施設管理権、庁舎管理権などを根拠にした恣意的な規制が可能になる危うさも

あり、「知る権利」などを鑑みて、丁寧で慎重な議論が不可欠である。 

 

■取材記者の安全確保と会社の姿勢 

 最後に取材記者の身の安全確保について、会社や労働組合としての対応や備えについても検討が必要

だ。北海道新聞社が公表した社内調査結果は、業務中の事案にもかかわらず、記者教育や現場記者のス

キル、取材体制に問題があると言わんばかりの結論で、会社がなすべき対応について省みる検証が不足

している。 

 それは、会社による現場への過剰な干渉を求めるものではなく、「業務の責任を持つ」「従業員を守

る」という意味である。 

 新聞は民主主義社会におけるジャーナリズムの役割を果たす責務があり、知る権利への奉仕者とし

て、取材規制に対する毅然とした態度を持ち続けることが求められる。報道界として同様の事案が起き

た場合、どのような対応が可能なのか。取材中の記者が身柄を拘束された場合などを想定した緊急時の

法的サポート制度の整備はその一案だ。米国などの事例も調査し、それを踏まえて業界に提言する一

方、組合としての整備も検討の余地はあるだろう。 

 今回の逮捕事案による報道界全体への悪影響は大きい。公的機関の施設内での取材中の逮捕や、その

後の北海道新聞の対応・姿勢が、報道界全体における取材萎縮につながりかねない状況にある。当該記

者が逮捕された数時間後には、取材行為に違法性があると北海道新聞の編集幹部が判断し、実名報道の

判断に至ったことは、とりわけ若手組合員の会社への不信感や、新聞社への就職内定者の不安を募らせ

た。新聞労連にはアンケートなどを活用し、取材現場の声に耳を傾け、新聞などメディアが抱える構造

的な問題点も同時に探っていくことが求められている。 

 社員の教育やキャリアアップについては、ジェンダー平等の視点からも、旧来型の男性中心主義 的

な編集職場におけるキャリア形成の諸制度への見直しを提言したい。 

 以上の論点を踏まえ、次世代に堅実なジャーナリズム、報道機関の社会的役割、充実した取材活動を

引き継ぐため、新聞労連本部と労連新聞研究部が中心となって、組合員が自主的、主体的に検証作業を

進め、北海道新聞労組の取り組みを支援する。 

 

新聞労連委員長・吉永 磨美 
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北海道新聞記者逮捕問題—語りづらさに宿るメディアの課題 
2021 年 9月８日 

道新記者逮捕問題を考える（２） 

 

 「新人記者が国立大に建造物侵入の疑いで現行犯逮捕された」、報道のあり方の根幹にかかわるショ

ッキングなニュースでありながらも、新聞各紙は逮捕の一報を除き、問題を検証・論評する記事は極め

て少ない数にとどまっています。この問題の「語りづらさ」にこそ、メディアの課題が宿っているよう

に感じます。 

 

 背景を報じた数少ない記事の一つ、毎日新聞の７月３日付の記事では、大学側が取材の求めに応じ

ず、メールのやりとりが中心で、そのメールも「回答は差し控える」など、実質的には無回答だったと

しています。大学の情報開示に消極的な姿勢が背景にうかがえます。 

 

 しかし、可視化された世論は厳しいものでした。 

 

 南彰・新聞労連前委員長は逮捕の一報を受けて、「＃道新記者の逮捕に抗議します」とツイートしま

した。近年は庁舎管理権が拡大し、記者の排除が強まっているとし、権限を持つ者の情報操作が容易に

なることへの懸念を訴えました。しかし、寄せられたリプライは、「不法行為を許すな」「庁舎管理が厳

しくなったのは記者の自業自得」「思い上がるな」といった厳しい批判や攻撃的な言葉が並びました。 

私たち新聞労連が逮捕を「行き過ぎ」とする声明を発表したのは７月１２日、逮捕から２０日が経過し

ていました。北海道新聞社の社内調査を受けてまとめた声明ですが、「遅すぎる」との批判もありまし

た。当人がどの時点で身分を明かしたのかなど、事実関係のあいまいさを考慮しても、入社まもない記

者が現行犯逮捕され、２日間身体拘束された異常な事態について、もっと早く反応できたのではないか

と、反省とともに振り返ります。 

 

 取材先の意向に反するふるまい故に逮捕されたという衝撃だけでなく、現場に責任を押しつけるよう

な会社側の姿勢、問題の背景が報じられない一方で、SNS上に並ぶ攻撃的な言葉の数々……それらを目

の当たりにして、記者たちが不安や恐怖に駆られ、萎縮するのは無理もありません。メディア側の萎縮

は、さらなる取材の制限や規制を招きます。それによって報道の質は低下し、メディア不信が加速する

悪循環に陥りかねません。事態は深刻です。 

 

 約２０年前、私が入社した頃の話ですが、先輩記者の女性から「取材先とは〝正しいケンカ〟をし

ろ」と教わりました。不誠実な対応には真っ向から抗議し、立ち向かえ、という趣旨でした。かつての

記者クラブには「うるさ型」の記者がいて、会見で時折カミナリを落としたり、嫌みを言ったりして、

緊張感をもたらしました。パワハラと紙一重のケースもあり、純粋に「昔はよかった」と懐かしむ話で

はありませんが、取材の自由を闘ってつかみとろうとする存在が身近にいました。しかし状況は変わ

り、権力に批判的な記者が名指しで糾弾されるようになりました。会社の経営不振で現場は記者の数が

減らされ、「ケンカなんかしている余裕はない」のが実情です。 

85



 そうした中で、不誠実な取材対応や一方的な取材規制が、日本全体でぬるっとまかり通るようになっ

たのが、近年の傾向ではないでしょうか。今回の事件は、その延長線上にあると私は考えます。 

 

 この原稿を書いている時点で、捜査は継続しています。その行方を注視しつつ、メディアが萎縮を深

めていくことが市民社会にとっていかに損失であるか、私たちは訴えなくてはなりません。そのために

も、「正しいケンカ」が困難になった取材現場のいまについて、自らの言葉で語るべき時を迎えている

のではないでしょうか。 

 

 記者の多くは取材の舞台裏を明かしません。取材源の秘匿という報道倫理、取材先との関係維持や、

同業他社の目線などが主な理由でしょう。しかし、取材のプロセスがブラックボックスであり続けてき

たことも、報道が瀕する危機が市民の理解を得づらい今日の状況を招いてもいます。 

 

 労連新研部では、アンケートなどの手段を使いながら、皆さんの声に耳を傾け、束にして示していき

たいと思います。その際は、ぜひお声をお聞かせください。 

 

 日々の報道が、市民の知る権利に応えているか、自分たちの営みと立ち位置を常に省みつつ、市民と

ともにある報道の姿を模索していかなければなりません。その思いを皆さんと共有できればと思いま

す。 

 

 なお、一部では、当事者本人を含む、現場取材の担当者たちが女性だったということで、性別を問題

の要因の一つとして論じる向きがあります。その不適切さははっきりと断じておきたいと思います。女

性記者への偏見を深めかねない言説は注意深く排除していかなければなりません。そのことは最後に強

調しておきます。 

 

新聞労連新聞研究部長・机 美鈴 
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北海道新聞記者逮捕問題で検証チーム設置  
2021 年 9月８日 

道新記者逮捕問題を考える（３） 

 

 新聞労連は９月７日、６月２２日学長によるハラスメントなど不祥事が続く旭川医科大学（北海道旭

川市）の学長選考会議を取材中の北海道新聞記者が現行犯逮捕（常人逮捕）となった問題について、検

証チームを設置する方針を固めた。検証チームは本部と新聞研究部が中心となって構成した組合員によ

るもので、有識者の支援を受けて９月中にも活動をスタートする予定。 

 

 検証のポイントとして、取材中の記者逮捕の妥当性、「無断録音」をめぐる取材手法、取材記者の安

全確保と会社の姿勢など。さらにチームは、アンケートなどを活用し、取材現場の声に耳を傾け、メデ

ィアが抱える構造的な問題、旧来型の男性中心主義的な編集職場におけるキャリア形成の諸制度、取材

中の記者が身柄を拘束された場合の法的サポート制度の整備なども模索していく。 
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旭川医科大問題  

記者の不起訴処分に関する北海道新聞社への要望書 
  

2022 年 4月 1日 

新聞労連 北海道新聞労働組合 

中央執行委員長 安藤 健 

日本新聞労働組合連合（新聞労連） 

中央執行委員長 吉永磨美 

  

旭川医科大学で昨年６月 22日、取材中の北海道新聞社旭川報道部記者が建造物侵入容疑で現行犯逮

捕（常人逮捕）された問題で、検察は本日 31日、逮捕された記者と取材を指揮していたキャップに対

し、いずれも不起訴とする刑事処分を決定しました。日本新聞労働組合連合並びに北海道新聞労働組合

は、編集局長ら北海道新聞社の経営陣に対し、両記者を含む組合員への適切な対応を求めるとともに、

全ての組合員を守る覚悟と姿勢を明確に示すことを求めます。併せて経営陣には、逮捕時の報道姿勢を

総括するとともに、当該職場の管理・監督に対する責任を取った上で、再発防止に向けた取り組みをさ

らに進めるよう要求します。 

 

 逮捕された記者は、学長選考会議が開かれている大学構内に、業務である取材目的で立ち入りまし

た。キャップは、その選考会議を取材させるために、記者に構内立ち入りを命じました。この日の会議

は、多くの問題が指摘されていた学長の解任の是非が議題でした。公共建造物である大学構内の建物に

立ち入ってこの会議を取材するという行為は、新聞記者として当然と言える業務です。しかし、大学が

外部の者の入構禁止を求めていたことを理由に、記者は大学職員に常人逮捕され、書類送検されまし

た。 

 

 検察が本日、２人を不起訴処分としたのは、取材目的で建物に立ち入った行為について、建造物侵入

罪を規定した刑法 130条が違法性阻却事由として掲げる「正当な理由」に当たるとみなした可能性もあ

ります。 

 

 私たちはこれまで、憲法 21条が掲げる表現の自由に基づく「報道の自由」、そしてその精神に照らし

て「十分尊重に値する」とされてきた「取材の自由」を根拠に、本件取材を正当な業務だと主張してき

ました。しかし、記者逮捕時の編集局の判断について局長は、本人から十分な聞き取りもできない中、

「校舎４階まで深く入り、会議の内容を無断録音（盗聴）した」ことを理由に、「外形的事実に争いが

ない」として、記者を実名で報道。逮捕について紙面では「遺憾」の意を表明するだけで、大学側に抗

議の意思も示しませんでした。 

 

 記者並びにキャップの行為は、北海道新聞社、そして旭川報道部というチームが主体となった業務と

しての取材でした。正当な業務遂行中に逮捕され、会社が明確な抗議をしなかったことに対し、組合員

からは強い不満と批判の声が上がりました。全社説明会でも、若手記者から会社への不信感を突きつけ
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られたことは認識していることと思います。 

 

 本日の不起訴処分を踏まえ、編集局長ら経営陣に要求します。 

 

 記者らは不起訴処分となりましたが、今回の問題は道新社内だけでなく、業界全体の記者に不安を抱

かせ、萎縮させるきっかけとなりました。逮捕時の報道姿勢が適切であったかについて総括し、会社と

しての見解を示してください。取材中だった記者を逮捕した大学と、記者の身柄を長時間にわたり拘束

した警察に対し、「取材の自由」を脅かす過剰な対応だったとして厳重に抗議することも要求します。

その上で、この事態を招いた管理・監督責任を速やかに取るとともに、組合員が再び同様の問題に直面

することのないよう記者教育を強化することも重ねて求めます。 

 

以上 
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取材の自由と「知る権利」を守るための共同アピール  

～北海道新聞記者の逮捕・不起訴処分を受けて～ 
2022年 4月 13日 

日本新聞労働組合連合（新聞労連） 

北海道新聞労働組合 

メディア総合研究所 

日本出版労働組合連合会（出版労連） 

日本ジャーナリスト会議（J C J） 

日本マスコミ文化情報労組会議（M I C） 

 

 旭川医科大学で昨年 6月 22日、取材中の北海道新聞社旭川報道部の記者が建造物侵入容疑で現行犯

逮捕（常人逮捕）された問題で、旭川区検は３月 31日、逮捕された記者と取材を指揮していたキャッ

プについて、いずれも不起訴処分としました。日本新聞労働組合連合、北海道新聞労働組合、メディア

総合研究所、日本出版労働組合連合会、日本ジャーナリスト会議（J C J）、日本マスコミ文化情報労組

会議（M I C）は、一連の経過と処分を受けて共同でアピールします。 

 

 大学職員が取材記者を常人逮捕した行為、並びに警察が記者をすぐに釈放せず 48時間にわたり拘束

した行為は、いずれも過剰な対応だったと考えます。建造物侵入罪を理由に憲法 21条が保障する報道

の自由を侵害する行為であり、ひいては広く市民の基本的人権を脅かすことにつながりかねないと危惧

します。 

 

 逮捕された記者は、学長選考会議が開かれている公共の教育施設である大学構内に、取材目的で立ち

入りました。キャップは、その選考会議を取材させるために、記者に構内立ち入りを命じました。この

日の会議は、ハラスメントなど問題を引き起こした大学学長の解任の是非が議題でした。公共建造物で

ある大学構内の建物での会議取材は、新聞記者として当然の業務です。メディアの側も大学による入構

禁止の是非を争うこともなく、記者を立ち入らせたことは反省すべき点ですが、大学側による取材記者

の常人逮捕は過剰な反応です。大学側は目立った実害が出ていない中で身柄拘束をして警察を呼びまし

たが、その行為の必要性や経緯について、市民に向けて十分に説明していません。憲法２３条に定めら

れた学問の自由を制度的に保障する「大学の自治」の原則から解明が必要です。 

 

 警察の対応も適切ではありませんでした。大学職員から引き渡された後、記者は身分を明かしまし

た。記者が建物に立ち入った理由が取材であったことはその時点で分かったはずであり、48時間にわた

り身柄を拘束する必要はなかったと考えます。このような警察の対応は、メディアを威嚇するものであ

り、記者の取材活動をいたずらに制限することにつながる危険性があります。 

 

 それを踏まえると、検察の不起訴処分は当然の判断と言えます。取材目的で建物に立ち入った行為に

ついて、建造物侵入罪を規定した刑法 130条が違法性阻却事由として掲げる「正当な理由」に当たると

検察がみなした可能性が考えられます。今回の事案は、憲法 21条が掲げる「表現の自由」に基づく

「報道の自由」、そしてその精神に照らして「十分尊重に値する」とされてきた「取材の自由」を根拠

に活動するメディアの活動を、大学と警察が力づくで抑えようとした不当な行為だったと考えます。 
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 建造物侵入罪の乱用により、メディアの取材が制限されたことで争った事例は過去にもあります。こ

れらはメディアだけの立場、利益から問題視しているわけではありません。取材制限が続けば、結局は

市民生活に大きな影響を及ぼすものと考えているからです。公権力など権力を持つ側は都合の悪い事柄

については情報を秘匿しようとする傾向があり、取材など情報にアクセスすることに対する規制に対し

ては、メディアはもちろん、全ての市民が慎重に対応することが欠かせません。 

 

 メディアを排除する動きは、普段当たり前に享受している「知る権利」の制限につながる可能性も踏

まえて、メディア関係者の範囲を超えて幅広い議論が必要でしょう。取材の目的は、民主的な議論を進

めるために必要な情報を多くの人に知らせることです。そうして集めた情報があってこそ、市民が権利

を行使するための取捨選択の判断が可能となります。メディアは市民による権力監視のためのツールで

す。取材・報道においてマスメディアが特権を振りかざしていると批判されていますが、「知る権利」

は過去、政治体制や社会が抑圧的で封建的だった時代に先達が勝ち取ってきた市民の権利であり、メデ

ィアの権利ではありません。「知る権利」に限らず、制限や規制を伴う事態が起きた際は、市民全体の

人権に関係することとして、根拠を明確にさせるとともに、常に注意深く考えていくことが必要です。 

 

 メディアの側にも丁寧な議論を重ねながら、日々の取材・報道の在り方を考えることが求められてい

ることは言うまでもありません。「知る権利」の代行者としての責任において、常に根拠に根ざした行

動を取るべきであり、そのような姿勢で真実を追求していく責務があると考えます。 

 

以上 
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